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序 文 

 

独立行政法人国際協力機構は、パレスチナ自治区のジェリコ・ヒシャム宮殿遺跡大浴場保

護シェルター建設及び展示計画にかかる協力準備調査を実施することを決定し、同調査を株

式会社マツダコンサルタンツに委託しました。 

調査団は、2015 年 7 月から 2016 年 3 月までパレスチナ自治政府関係者と協議を行うとと

もに、計画対象地域における現地踏査を実施し、帰国後の国内作業を経て、ここに本報告書

完成の運びとなりました。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、我が国および同自治政府の友好親善の

一層の発展に役立つことを願うものです。 

終りに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

 

 2016 年 3 月 
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 社会基盤・平和構築部 
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要 約 

1. 国の概要 

パレスチナ自治区（以下、「パレスチナ」という。）は、パレスチナ地域 1のうちヨルダン

に接するヨルダン川西岸地区（以下、「西岸地区」という。）と、エジプトに接するガザ地区

からなり、総面積は約 6,020 ㎢（外務省HPによる）である。パレスチナ中央統計局（以下、

「PCBS」という。）による 2014 年推定の人口は、455 万人（西岸地区 279 万人、ガザ地区

176 万人）となっている。本プロジェクトの対象サイトであるヒシャム宮殿遺跡は、西岸地

区のジェリコ市に位置し、市の中心部から北に 3kmほどの郊外にある。ジェリコ市は死海に

連なるヨルダン渓谷の、海抜マイナス約 260mの低地にあり、気候は地中海性気候に区分さ

れ、5 月から 10 月は乾期、11 月から 4 月は雨期となる。年間平均降雨量（ジェリコ市気象

観測所の 1969-2014 年のデータによる、他の気象データも同様）は 176mmであるが、雨期に

は路面冠水が起きるほどの降雨量（最大月間降雨量 137mm）に達することもある。月平均

気温は、13.1℃（1 月）から 30.9℃（7 月）を推移し、冬季も温暖に過ごせることから、避寒

地としても知られる。 

パレスチナの 2013 年名目GDPに占める産業構造の割合は、第 1 次産業が 4.1％、 第 2 次

産業が 20.2％、第 3 次産業が 63.4％（以上、PCBSによる 2。この段落は同様。）である。ま

た、2014 年の 1 人当たりの名目GDPは約 2,973 ドル 3と推定される。 

「国家開発計画（National Development Plan、以下、「NDP」という。）2011-13」では、GDP

の成長率を 9.3％（2010 年）から 12.0%（2013 年）に伸ばす計画としていたが、実際の成長

率は、12.3％（2010 年）から 1.5%（2013 年）へと低下する結果であった。これを受けて「NDP 

2014-16」では、経済成長や投資効果を望めなければ、2016 年にはGDP成長率が 1%まで減少

すると想定している。そこで「NDP 2014-16」では、経済面での戦略項目として、「雇用機会

の創出の増加」、「バランスのとれた経済成長と発展を可能にする環境の整備」、「生産能力と

パレスチナ企業の競争力の向上」、「経済分野における若者や女性の起業や、革新的な取り組

みの量的・質的な拡大」を挙げている。貧困や失業によって移住を考える若者の割合が高い

ことや、女性の労働力が不足していることに着目し、市民に対する雇用機会の提供と、持続

可能な国民経済のための強固な基盤を確立することで、彼らの生産性を向上させようと計画

している。そのために、経済効果を期待できる地域の、潜在的な可能性の開発に取り組む意

向であり、対象地域としては、東エルサレムと、西岸地区の 61%に及ぶC地区 4 を挙げてい

る。 

                                                        
 
1 歴史的シリアの南部、あるいはレバントと呼ばれる地域で、現在のイスラエル、パレスチナの辺りを指す。 
2 PCBS での分類によって、第 2 次産業は鉱工業、電力・水、建設セクターを集計したものとなっている。また、その他として

12.3%があり、その内容は家事手伝い、FISIM（間接的に計測される金融仲介サービス）、輸入品に対する関税・VAT と

となっている。http://www.pcbs.gov.ps/Portals/_Rainbow/Documents/e-navacurr-1994-2013.htm 
3 http://www.pcbs.gov.ps/Portals/_Rainbow/Documents/e-PercapitaCur2011-2015.htm 
4 イスラエルが行政権、警察権共に実権を握る地区 
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2. 要請プロジェクトの背景、経緯および概要 

パレスチナには観光資源となりうる文化遺産が多数存在するものの、文化遺産を保護・活

用するための資金や人材の不足のため、これらを観光資源として十分生かすことが困難な状

況にある。このような状況に対し、パレスチナ自治政府は「NDP 2014-16」の中で、観光開

発や文化遺産の保護と活用を、優先課題の 1 つとして掲げている。 

西岸地区ジェリコにあるヒシャム宮殿遺跡は、ウマイヤ朝時代の 8 世紀前半に建造された

初期イスラム建築の代表的な文化遺産で、内外から多くの来訪者が訪れる観光名所となって

いる。ここには単体では中東最大（約 825 ㎡）と言われる大浴場のモザイク床があるが、保

護のためフェルト状の布と砂で覆われて鑑賞することができない。近年、ヒシャム宮殿遺跡

への来訪者が増加するにつれ、来訪者が床モザイクを見るために、許可なく砂を掘り起こす

事例も報告されており、歴史的価値の高いモザイクを劣化や損傷から守るため、適切な保護

施設の整備が急務とされている。同時に、より多くの来訪者を惹きつけるため、モザイクを

展示できる適切な施設を整備し、ヒシャム宮殿遺跡の観光資源としての価値を高めることが

求められている。このため、パレスチナ観光遺跡庁（Ministry of Tourism and Antiquities、以

下、「MOTA」という。）は 2000 年代初頭からシェルター建設計画を構想し、これまでにイ

タリア政府、USAID、UNESCO が計画案の策定を試みたものの、実現に至らずにいる。 

かかる状況を受け、パレスチナ自治政府は我が国に対し、「ジェリコ・ヒシャム宮殿遺跡

大浴場保護シェルター建設及び展示計画（以下、「本プロジェクト」という。）」の実現に必

要な施設建設に係る無償資金協力を要請した。 

3. 調査結果の概要とプロジェクトの内容 

上記要請を受け、独立行政法人国際協力機構（以下、「JICA」という。）は 2015 年 7 月 26

日から 8 月 21 日まで調査団を現地に派遣し、第 1 回現地調査を実施した。第 1 回現地調査

では MOTA の担当者と協議し、要請内容、プロジェクトの目的、また概略設計の進め方に

係る基本合意がなされ、また、パレスチナ側の有識者によるアドバイザリー・コミッティ

（Advisery Committee Meeting、以下、「ACM」という。）を 2 回開催し、デザインの要件、鑑

賞ルートを含む鑑賞方法や、保護シェルターの景観インパクトやデザインの方向性について

話し合った。その後、国内解析を経て、9 月 12 日から 22 日まで、再度調査団を派遣し、第

2 回現地調査を実施した。第 2 回現地調査では、第 3 回 ACM や MOTA 庁内ワークショップ

を通して、鑑賞用通路と保護シェルターのデザインに関する基本合意を形成した。この基本

合意にもとづき、国内解析による概略設計、概略事業費積算を行い、準備調査報告書（案）

を作成し、11 月 29 日から 12 月 10 日までパレスチナ関係者に現地説明（第 3 回現地調査）

を行って、本準備調査報告書をとりまとめた。 

先方との協議にもとづき、まとめられた本プロジェクトの概要は以下の通りである。 
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（1）プロジェクトの目的 

本プロジェクトは、ジェリコ・ヒシャム宮殿遺跡において、大浴場モザイクの保護・展示

施設を整備することにより、歴史的価値の高い文化遺産の保護と公開の両立を図り、同遺跡

への観光客の誘致や地域の観光振興に寄与することを目的とする。 

（2）協力対象範囲・コンポーネント 

本プロジェクトでは、前項で上げた目的を実現するために、以下を無償資金協力事業の協

力対象範囲・コンポーネントとする。 

• 保護シェルター: 大浴場のホール部分ならびに北側の浴室群の一部をカバーする。シ

ェルターは、ドームの四方を垂直にカットし、開口とする「カットオフドーム」型

とし、金属屋根とルーバーなどで、直射光と雨水などを防ぐ。 

• 鑑賞用通路: 大浴場ホールの床モザイクを、主にホールを囲む四周壁の上から鑑賞す

るもので、復元柱を活用した高所の通路やDiwan5の周回通路が組み合わされる。原

則、スロープでの昇降とし、手すりはガラス、床は木とグレーチングとする。 

• 復元柱の補強: 柱中心に鉄筋を挿入し、地盤と緊結することで地震時の転倒を防ぐ。 

• ソフトコンポーネント: シェルター周辺および内部の環境モニタリング活動と、日常

的な清掃、メンテナンス活動への支援を行う。 

（3）施設の概略設計 

本プロジェクトにおける協力対象施設の内容・規模を表 1 に示す。 

表 1 施設計画概要 

棟名・種類 階数構造 延べ床面積 設備 

保護シェルター 平屋、鉄骨造 2,443 ㎡ ・照明、消防設備等 

 
独立基礎、鉄骨屋根 

 
・鑑賞用通路、解説パネル等 

4. プロジェクトの工期 

詳細設計と詳細積算の期間は、通常の設計業務に加えて、現地の詳細な状況の確認、展示

計画やモザイクの現況調査が加わり、入札図書の作成までに 6 ヶ月が必要と見込まれる。入

札図書の承認から、入札公示、入札・契約までの期間は見積もり期間の 2 ヶ月を含めて、3.5

ヶ月と見込まれる。工事期間は、仮設構台 6の上での工事、復元柱の補強工事、大浴場遺構

に支持を取らない特殊な構造に加えて、資機材の輸入の際に必要なイスラエル当局による事

前検査と承認という特殊な条件を勘案し、工期は 18 ヶ月と想定される。これらに、ソフト

コンポーネントを見込んだ全体工期は、28 ヶ月となる。 

                                                        
 
5 カリフが来客を接待する小部屋 
6 文化的価値の高い床モザイクを工事中に損傷しないように、工事作業および足場の設置のためのプラットフォームとして

設けられる、仮設の構造物。工事完了前に撤去される。 
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5. プロジェクトの評価 

プロジェクトの直接受益者は、カウンターパート機関である MOTA の職員や、ジェリコ

で活動に参加する行政職員や観光分野の民間事業者である。また、間接受益者は、ジェリコ

および周辺の住民であり、裨益対象は、広く一般国民にまでおよぶ。次に、本プロジェクト

は「ジェリコ・ヒシャム宮殿遺跡において、大浴場モザイクの保護・展示施設を整備するこ

とにより、歴史的価値の高い文化遺産の保護と公開の両立を図り、もって同遺跡への観光客

の誘致や地域の観光振興に寄与すること」をプロジェクトの目標としており、地域の経済発

展を通じて民生の安定を目指すものであり、緊急性は十分に高いものといえる。さらに、パ

レスチナ自治政府は「NDP 2014-16」において、観光分野は高い経済成長と雇用創出に寄与

できる潜在力のあるものとして重視しており、文化遺産の保存と活用（preservation and 

renewal）は、長い占領と抑圧の中、パレスチナ民族の団結意識を維持するために重要な役割

を果たすものとして位置づけており、本プロジェクトは、これらの開発政策と合致している。

最後に、我が国は対パレスチナの国別援助方針として「経済・社会の自立化促進による平和

構築」を基本方針として掲げ、（1）民生の安定・向上、（2）行財政能力の強化、（3）持続的

な経済成長の促進を重点 3 分野として援助を行っている。本プロジェクトは、このうち「持

続的な経済成長の促進」に寄与するものであり、我が国の対パレスチナの国別援助方針に整

合している。 

本プロジェクト対象事業の実施により定量的効果が期待されるアウトプットは以下の通

りである。 

• 保護・展示に供される、ヒシャム宮殿遺跡大浴場のモザイク床面積が 30 ㎡（2014 年

実績値）から 825 ㎡（2021 年目標値）に増加する。 

• ヒシャム宮殿遺跡への年間来訪者数が 40,845 人（2014 年実績値）から 68,120 人（2021

年目標値）に増加する。 

本協力対象事業の実施により定性的効果が期待されるアウトプットは以下の通りである。 

• ヒシャム宮殿遺跡大浴場のモザイクが劣化や損傷から保護された状態で展示される。 

• ヒシャム宮殿遺跡への来訪者の満足度が向上する。 

• ジェリコ市観光セクターの付加価値が向上する。 

本プロジェクトはこのような効果が期待できるとともに、パレスチナ自治政府の上位計画

に謳われる、観光分野の開発と文化遺産の保護と活用を支援し、経済発展を通じて、パレス

チナの社会経済状況の安定に寄与するものであることから、協力対象事業を我が国の無償資

金協力で実施することの妥当性は高く、また有効性が十分に認められると判断される。 
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第1章 プロジェクトの背景・経緯 

1-1 当該セクターの現状と課題 

 現状と課題 1-1-1

（1）パレスチナ地域の遺跡 

パレスチナ地域は地中海の東岸一帯で、現在その多くはイスラエルの領土になっている。海

岸部と山地、ヨルダン川で結ばれるガリラヤ湖から死海にかけての死海地溝帯からなる、変化

に富んだ地形であり、オリエントの「肥沃な三日月地帯」の一部を構成しており、北部には豊

かな土地が広がっている。また、シリアとエジプトの中間に位置し、交易の要衝であった。 

地中海に面したカルメル山にある 4 つの洞窟は、狩猟・採取の時代から農耕・牧畜時代まで

50 万年におよぶ歴史を伝える遺跡として「人類の進化を示すカルメル山の遺跡:ナハル・メアロ

ット/ワディ・エルムガーラ渓谷の洞窟群」の名称で 2012 年に世界文化遺産に登録されている。

また、農耕・牧畜社会が始まる前の遺跡としては、世界文化遺産に暫定登録されているワディ・

ナトゥフとシュクバ洞窟も挙げられる。 

メソポタミア（イラク）－シリア－パレスチナを結ぶ「肥沃な三日月地帯」は、気候が温暖

で肥沃な土地を持ち、野生の麦類が自生し、草食動物が豊富な地帯であり、紀元前 8,500 年頃

から農耕・牧畜文化が始まったとされている。この時期の遺跡としてジェリコのテル・エッ・

スルタン遺跡がある。ここは新石器時代から中期青銅器時代までの住居跡や城壁跡など、およ

そ 23 層にわたる文化層が重層された遺跡で、その遺構の一部を考古学公園として露出展示して

おり、ジェリコの重要な観光資源となっている。また、青銅器時代から鉄器時代にかけての遺

跡としてパレスチナ北部タボル山近くにあるテル・レヘシュ遺跡や、ラマッラの北東 8km にあ

るテル・ベティン遺跡がある。ベティン遺跡は、旧約聖書に登場するベテルの町であると想定

されており、初期ユダヤ教、キリスト教、イスラム教などを理解する上で欠かせない遺跡であ

る。 

その他の代表的な遺跡としては、イスラエル北部のガリラヤ地方の「聖書ゆかりの遺丘群：

メギド、ハツォル、ベエル・シェバ（世界文化遺産）」がある。テル・メギド遺跡は、旧約聖書

や新約聖書にもたびたび登場し、その主要な文化層は 20 層からなり、約 30 の都市遺跡が積み

重なっていることが明らかになっている。テル・ハツォル遺跡は、神殿や宮殿が築かれた大規

模な都市遺跡として青銅器時代の標式遺跡になっている。テル・ベエル・シェバ遺跡も青銅器

から鉄器時代にかけての遺跡で、旧約聖書「創世記」に登場するアブラハムの井戸などがあり、

紀元前１千年頃のダビデ王時代の都市遺跡が発掘されている。 

ローマ帝国時代、イスラム教時代に入り、十字軍や、オスマン帝国の台頭などを経て現在に

至るが、本プロジェクトの対象となるウマイヤ朝の「ヒシャム宮殿遺跡」のように、ある一時

期だけしか使用されなかった遺跡と、古代からの遺跡の上に連綿と現在までの生活が積み重な

っている遺跡がある。この地域は、歴史を振り返れば、世界を代表する数々の王朝や帝国が 1
万年以上にわたり絶え間なく興亡し、今日に至るまで多様な文化・文明の変遷を経てきた場所
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であることが分かる 7。 

このようにこの地域は、考古学的・文化的に価値のある遺跡が数多く存在し、パレスチナ内

に限ると、2012 年に世界文化遺産の登録がされた「イエス生誕地：ベツレヘムの聖誕教会と巡

礼路」、2014 年に登録された「オリーブとワインの地パレスチナ・エルサレム地方南部バティ

ールの文化的景観」がある。この他に「古代ジェリコ：テル・エッ・スルタン遺跡」を始めと

して 13 件（自然遺産を含む）が世界遺産の暫定リストに登録されている。本プロジェクトの対

象であるヒシャム宮殿遺跡は「ウマイヤ朝の宮殿（the Umayyad palaces）」という名前で、20 件

のパレスチナの文化遺産、自然遺産と共に 2012 年に世界遺産の登録申請にノミネートされてい

たが、登録／暫定登録には至っていない。 

（2）考古学・文化遺産分野 

パレスチナにおける遺跡の発掘、研究、保存、修復、管理などを統括してきたのは、1994 年

に設立されたパレスチナ考古学・文化遺産局（Department of Antiquities and Cultural Heritage、以

下、「DACH」という。）である。当初 DACH は、発掘調査部、サイト管理部、検査・ライセン

ス部、登録管理部、保存・博物館部で構成され、文化財の保護のための法規の整備、遺跡の保

護に必要な特殊技能を培うスタッフのトレーニング、遺跡のマネージメント、考古学サイトや

文化遺産の保存と修復、博物館分野の拡充、発掘のプログラムの実施、世界遺産登録への申請

などを手がけてきた。DACH は 2002 年に観光局、文化局と合併し、現在では MOTA の遺跡分

野の 4 つの部局となっている（「2-1-1 組織・人員」を参照）。 

遺跡の保存に関する法律は、イギリスの統治下の 1929 年に、オスマントルコの統治法に代わ

って発行された遺跡保護法がもととなっている。しかし、その後 1967 年、イスラエルの西岸地

区とガザ地区の占領時に、イスラエル軍事政権は考古学の活動や考古学資源に直接影響するい

くつもの軍事命令を発効し、以前の許可やライセンスなどは無効とされた。「暫定自治協定（オ

スロ合意、1993）」以降、パレスチナの管轄するエリアでは 1966 年発行の古い遺跡保護法（ヨ

ルダン法を準用）が有効となっている。これらの法律は考え方が古く、他の法律と矛盾する部

分もあり、MOTA は他の政府組織、非政府組織、学識者と協力し、新たに現代的な文化遺産の

法律を作る作業を行い、現在ドラフトが準備されている。新しい法律が強調しているのは、文

化遺産が持つ異なるいくつかの要素を全体的に扱う点で、保護された歴史物だけでなく、文化

的または自然の風景も対象としていることである。 

DACH（および MOTA）は設立後 20 年以上にわたって様々な活動をしてきたが、以下に挙げ

るような困難を抱えている。 

1）リソースの不足 

パレスチナは近代以降、イギリスによる委任統治、ヨルダンとイスラエルによる占領の時代

が続き、1994 年に DACH が設立されるまでの間、長く考古学・文化遺産の分野での活動が、パ

レスチナ人の関与が無いまま進められた、または活動自体が停滞していた。このためDACHは、

                                                        
 
7 「パレスチナにおけるコミュニティ・ツーリズムの展望―被占領地の境界浸食に抗して―、高松郷子」 
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以前からの考古学的な記録や、発掘調査で見つかった遺物の蓄積といった遺産を、引き継ぐこ

とができなかった。また、占領下では遺物が持ち出されることが多く、例えば、ヒシャム宮殿

遺跡で発見された多くのスタッコ（飾り漆喰）は、現在イスラエルのロックフェラー博物館に

収蔵されており、MOTA の管轄下にない。また、占領下では多くの遺跡で文化財の略奪、違法

取引が行われたといわれている。 

設立当初の DACH には、仕事場のスペース、機材、予算も不十分であった。特に、占領中に

適切なトレーニングを受ける機会もなかったため、技量のある人材の不足が著しい。現在は各

ドナーによる国際的な協力や、民間セクターによって多くの文化的遺産の保存が進められてお

り、徐々に好転しているものの十分とはいえない。 

2）占領政策に伴う地域の分断の影響 

西岸地区は「暫定自治拡大協定（オスロ合意II、1995）」にもとづいて、A地区、B地区、C地
区 8の 3 つに区分されており、ジェリコはA地区に該当する。パレスチナの文化遺産関係者はC
地区内では自由に活動することができず、遺跡の保存や建造物の修復はおろか、観光標識さえ

設置できない状況にある。また、C地区では多くのサイトが保護手段のないまま放置されてい

るため、遺物の盗掘や略奪などの危険にさらされている一方でスラエル政府により、イエスが

洗礼を受けたとされるバプティズム・サイトや、死海文書が発見されたクムラン遺跡（パレス

チナ側が世界遺産の暫定登録している）などは観光地として整備が行われ、大きな収益を上げ

ている。 

パレスチナ自治政府が行政権を有する A 地区、B 地区は、自治区の中で分断されており、検

問所や分離壁によって、コミュニティは分断され、交通は遮断されている。また、イスラエル

による外出禁止令、道路封鎖、村や町の軍事包囲により、MOTA と民間セクターによる文化遺

産の保護活動が阻害されている。 

3）文化遺産の破壊 

2000 年以降、特に 2002 年 4 月のベツレヘム、ラマッラ、ジェニン、ナブルスなどへの大規

模軍事行動や、近年のガザ地区への空爆・砲撃のように、多くのパレスチナ人の命を奪うだけ

でなく、歴史的な街や都市を破壊し、文化遺産が修復不能な損害を被る危機が高まっている。

また、前述の分離壁 9は、フェンスや鉄条網、最大高さ 8mのコンクリート壁などによって築か

れ、パレスチナの文化的景観に大きな影響を与えている。このようにイスラエルとの抗争が文

化遺産に与える影響から、世界遺産登録された「イエス生誕地：ベツレヘムの聖誕教会と巡礼

路」と、「オリーブとワインの地パレスチナ・エルサレム地方南部バティールの文化的景観」は、

緊急の保護を必要とする「危機遺産」にも登録されている。 

                                                        
 
8 A 地区：パレスチナ自治政府が行政権、警察権を持つ地区、B 地区：パレスチナ自治政府が行政権、イスラエルが警察権を

持つ地区、C 地区：イスラエルが行政権と警察権を持つ地区 
9 分離壁は完成時には 700km におよぶといわれている。2012 年時点で 440km が築かれている。 
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（3）観光分野 

パレスチナは、ベツレヘム、ジェリコ、エルサレム等の豊富な観光資源を有しており、2000
年 9 月に勃発した第 2 次インティファーダ（民衆蜂起）によって観光客は一時減少したものの、

その後は安定して増加しており、2014 年の総来訪者数は 5,079 千人（2014 年観光統計、MOTA）、

うち外国からの来訪者数は 2,527 千人となる。2008 年からの推移は次図の通り、2010 年に急増

したのちは微増傾向となっている。 

西岸地区に位置するジェリコの歴史は約 1 万年前にも遡り、世界最古の都市と言われており、

本プロジェクトの対象であるヒシャム宮殿遺跡の他に、テル・エッ・スルタン遺跡や新約聖書に

も出てくる｢誘惑の山｣を有し、ジェリコ市を含むジェリコ郡全体では、500 ヶ所以上の豊富な遺

跡が存在している。ジェリコ郡への来訪者数は 968 千人（2014 年）、うち外国からの来訪者数は

675 千人と外国からの来訪者が優勢となっている。2008 年からの推移は次図の通り、2010 年に

急増したのちは、年によるばらつきがあるものの、全体としては微減傾向となっている。 

 

後述する「国家開発計画（NDP：National Development Plan）」などの上位計画では、パレスチ

ナには観光資源となりうる文化遺産が多数存在するものの、文化遺産を保護・活用するための資

金や人材の不足のため、観光資源として十分生かされるに至っていないとの指摘がある。また、

関連する「官民連携による持続可能な観光振興プロジェクト（フェーズ 2）」では、「ジェリコ地

域の観光振興における課題として、治安のほか、観光資源としての文化遺産の活用、土産物・観

光産品の開発不足、観光情報の発信不足等」をあげている。 

 開発計画 1-1-2

パレスチナ自治政府は「NDP 2014-16」の中で、イスラエルに占領されている状況を脱し、1967
年時点の国境と、東エルサレムを首都とする主権国家を樹立することを、究極の目標として掲げ、

主要 4 セクター（①経済開発と雇用、②良い統治と制度作り、③社会保障と社会開発、④インフ

ラ整備）を設定し、セクター毎の戦略目標と 3 ヶ年の投資計画を示している。観光分野はこのう

ち、①経済開発と雇用のサブセクターに該当し、高い経済成長と雇用創出に寄与できる潜在力の

出所： 観光統計 2008-2014 （MOTA） 

図 1-1 パレスチナ来訪者数の推移 
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ある分野として、官民連携の促進が謳われ、同分野の投資予算の 4%にあたる 12 百万ドルを充

てている。成果指標としては 2016 年までの 3 年間で域内来訪者数を 2013 年比で 1.58 倍の 3,751
千人、外国来訪者数を同 1.36 倍となる 3,625 千人とすることとしている。一方、文化遺産の保存

と活用（preservation and renewal）については、長い占領と抑圧の中、パレスチナ民族の団結意

識を維持するために重要な役割を果たすものとして、③社会保障と社会開発のサブセクターに位

置づけられており、他の文化的開発とともに同分野の投資予算の 3.7%にあたる、15 百万ドルを

充てている。 

また、観光分野の上位計画にあたる「観光開発戦略（PTDS：Palestinian Tourism Development 
Strategy）2014-16」は現在、策定中であり、従前の「PTDS 2011-13」では、文化遺産の保存と、

修復・維持管理、開発の 3 つを優先的な施策として謳っており、データベースの整備と更新の仕

組み作り、文化財の違法取引の防止、緊急性の高い文化遺産の保護（修復）、管理・保存計画の

策定、緊急性の高い発掘調査、人材の育成、出版活動や広報活動などを取り上げている。 

 社会経済状況 1-1-3

パレスチナ自治政府が行政権を有する A 地区、B 地区は、自治区の中で分断されており、検

問所や分離壁によって、コミュニティは分断され、交通は遮断されている。このような状況の中、

パレスチナ経済は、長年にわたる占領によってイスラエルに大きく依存せざるを得ない状況にあ

る。特に、パレスチナ自治区内の物流は基本的にイスラエルの管理下にあり、その生活必需物資

の多くがイスラエル産品・製品により占められ、労働力もイスラエル域内の労働市場に大きく依

存してきたため、双方間で衝突が発生すれば、パレスチナ経済が大きな打撃を被る構造になって

いる。これに加え、ガザ・西岸地区間の通行路の欠如、ガザの封鎖、分離壁・検問・道路封鎖な

どによる自治区内でのヒトとモノの移動の著しい制限や、西岸地区の 61％を占めるイスラエル

軍が管理する C 地区の存在などが、経済発展の阻害要因となっている。財務状況改善への努力

が行われているものの、政治状況の影響も受け、2012 年にパレスチナ自治政府は、深刻な財政

危機に直面し、財政支援に引き続き依存している。（この段落、外務省の国別データブック 2012
による） 

パレスチナの 2013 年名目 GDP に占める産業構造の割合は、第 1 次産業が 4.1％、 第 2 次産業

が 20.2％、第 3 次産業が 63.4％（以上、PCBS による。この段落は同様。）である。また、2014
年の 1 人当たりの名目 GDP は約 2,973 ドルと推定される。 

「NDP 2011-13」では、GDP の成長率を 9.3％（2010 年推定）から 12.0%（2013 年推定）に伸

ばす計画としていたが、実際の成長率は、12.3％（2010 年実績）から 1.5%（2013 年実績）へと

低下する結果であった。これを受けて、「NDP 2014-16」では、過去を基準にした場合、経済成

長や投資効果を望めなければ、2016 年には GDP 成長率が 1%まで減少すると想定している。そ

こで「NDP 2014-16」では、経済面での戦略項目として、「雇用機会の創出の増加」、「バランス

のとれた経済成長と発展を可能にする環境の整備」、「生産能力とパレスチナ企業の競争力の向

上」、「経済分野における若者や女性の起業や、革新的な取り組みの量的・質的な拡大」を挙げて

いる。貧困や失業によって移住を考える若者の割合が高いことや、女性の労働力が不足している

ことに着目し、市民に対する雇用機会の提供と、持続可能な国民経済のための強固な基盤を確立
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することで、彼らの生産性を向上させようと計画している。そのために、経済効果を期待できる

地域の、潜在的な可能性の開発に取り組む意向であり、対象地域としては、東エルサレムと、西

岸地区の 61%に及ぶ C 地区 を挙げている。 

1-2 無償資金協力の背景・経緯および概要 

パレスチナ自治区には観光資源となりうる文化遺産が多数存在するものの、文化遺産を保護・

活用するための資金や人材の不足のため、これらを観光資源として十分生かすことが困難な状況

にある。このような状況に対し、パレスチナ自治政府は「NDP 2014-16」の中で、観光開発や文

化遺産の保護と活用を、優先課題の 1 つとして掲げている。 

西岸地区ジェリコにあるヒシャム宮殿遺跡は、ウマイヤ朝時代の 8 世紀前半に建造された初期

イスラム建築の代表的な文化遺産で、内外から多くの来訪者が訪れる観光名所となっている。こ

こには単体では中東最大（約 825 ㎡）と言われる大浴場のモザイク床があるが、保護のためフェ

ルト状の布と砂で覆われて鑑賞することができない。近年、ヒシャム宮殿遺跡への来訪者が増加

するにつれ、来訪者が床モザイクを見るために、許可なく砂を掘り起こす事例も報告されており、

歴史的価値の高いモザイクを劣化や損傷から守るため、適切な保護施設の整備が急務とされてい

る。同時に、より多くの来訪者を惹きつけるため、モザイクを展示できる適切な施設を整備し、

ヒシャム宮殿遺跡の観光資源としての価値を高めることが求められている。このため、MOTA
は 2000 年代初頭からシェルター建設計画を構想し、これまでにイタリア政府、USAID、UNESCO
が計画案の策定を試みたものの、実現に至らずにいる。 

かかる状況を受け、パレスチナ自治政府は我が国に対し、本プロジェクトの実現に必要な施設

建設に係る無償資金協力を要請した。 

1-3 我が国の援助動向 

表 1-1 我が国の技術協力・有償資金協力の実績（観光分野） 

協力内容 実施年度 プロジェクト名/その他 概要 

技術協力プロジ

ェクト 
2009 年 3 月–

2012 年 2 月 
官民連携による持続可能な

観光振興プロジェクト 
地域住民が主体となって観光事業を行う

Community Based Tourism（CBT）による持続的な

観光振興を進めるための体制整備や能力強化を

図るもの。 

2013 年 6 月–
2016 年 6 月 

官民連携による持続可能な

観光振興プロジェクトフェ

ーズ 2 

観光プロモーションの強化，近隣諸国との連携を

行うとともに，ジェリコに加え周辺 5 地域を対象

として CBT に留意した観光開発を展開し，パレ

スチナにおける観光振興手法の確立を図るもの。 
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1-4 他ドナーの援助動向 

表 1-2 他ドナー国･国際機関による援助実績 

（単位：千 US$） 

実施 
年度 

機関名 プロジェクト名 金額 
援助

形態 
概要 

1998 年度 

イタリア政府/ 
UNESCO 

ジェリコ・ヒシャ

ム宮殿考古学公園 
600 無償 

宮殿地下冷浴室のモザイク床修復と左官

工事 

2000～2001 年

度 
シェルター建設計画の検討、モザイクセ

ンターの設立など 

2004～2005 年

度 
大浴場のモザイク床の砂養生 

2001～2002 年

度 
ノルウェイ政

府 
ジェリコ地域金石

併用時代地層発掘 
50 無償 発掘調査 

2006～2008 年

度 
USAID 

ヒシャム宮殿リハ

ビリテーション 
1,000 無償 

サイン類、鑑賞用通路、ミュージアム、

トイレの整備、シェルター建設計画の検

討、アクセス道路の整備 

2006～2010 年

度 
チェコ政府/ 
UNESCO 

ヒシャム宮殿保護

シェルター  
- 無償 シェルター建設計画の検討 

2011～2014 年

度 
シカゴ大学東

洋文化研究所 
ジェリコ・ヒシャ

ムプロジェクト 
- 技協 

過去の調査の再評価、サイト北側の発掘

調査 

2011 年度 
リヨン市/ 
LUCI 

ヒシャム宮殿イル

ミネーション 
- 無償 サイト内の照明設備の整備 

2014 年度 USAID 
ミュージアムリハ

ビリテーションと

解説の改善  
450 無償 

ミュージアムの展示ケース、解説パネル、

照明設備、内装工事、サイン類、鑑賞用

通路の追加 

LUCI: Lighting Urban Community International 国際都市照明コミュニティ  
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第2章 プロジェクトを取り巻く環境 

2-1 プロジェクトの実施体制 

 組織・人員 2-1-1

本プロジェクトの主管官庁および実施機関はパレスチナ観光遺跡庁（MOTA）であり、保存・

サイト管理総局が主体となり、発掘・技術・博物館総局など関連部署と連携し、意思決定や庁

内外の調整や先方負担事項の実施を行う。MOTA の組織は次図のようになっており、職員はベ

ツレヘム、ラマッラ、ナブルス、ヘブロンなど西岸地区の各都市とガザ地区に分散している。

本部と大臣執務室はベツレヘムにあり、観光関係局も主にここにある一方、遺跡関係の局はラ

マッラに多くある。サイト管理総局の人数は、ガザ地区の職員や警備員などを含めて 45 人程度

となる。なお、職員にはイスラム教徒もキリスト教徒もいるため、前者は金・土曜が休日とな

り、後者では土・日曜が休日となる。 

大臣

副大臣（空席） 補佐官（空席）行政官（5）

登録・遺跡
計画総局

保存・サイ
ト管理総局

遺跡保護
事務所（各

地）

発掘・技
術・博物館

総局

総務・財務
総局

観光登録
総局

市場調査・
観光情報
総局

観光サービ
ス総局

保存部 仕様部
サイト管理

部
サイト開発

部
財務部

出所: MOTAによる最新組織図、ヒア
リングにもとづき調査団作成
※本プロジェクトの関係機関をゴシッ
クとし、その他は簡略化した。

北部サイト
管理部

中部サイト
管理部

南部サイト
管理部

ヒシャム
宮殿

テルエッ
スルタン

無機材料
部

モザイク
センター

 

図 2-1 観光遺跡庁組織図 

 財政・予算 2-1-2

MOTA の予算の 5 ヶ年の推移を表 2-1 に示す。遺跡サイトの運営維持管理費は同表の運営経

費に含まれるものの、投資予算はドナーに全面的に依存しており、予算計上されていない。 

表 2-1 観光遺跡庁の予算（2012～16 年） 

（単位：千 NIS） 

  2012 2013 2014 2015 2016(想定) 

観光遺跡庁予算 24,070 26,776 25,351 28,588 26,758 

（予算伸び率） - 11.20% -5.30% 2.90% 2.50% 

固定資産 382 760 564 933 
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運営経費 6,611 9,591 5,791 8,067 
 

給与 17,078 16,426 18,997 19,587 
 

ドナーによる援助 614 132 2,607 1,765 - 

 予算合計 24,684 26,908 27,958 27,851 28,907 

（予算伸び率） - 9.00% 3.90% -0.40% 3.80% 

 技術レベル 2-1-3

本プロジェクトを担当する MOTA は考古学者、保存・修復専門家、建築家を有し、過去にも

ドナー協力により、遺跡サイトの整備や保護シェルターなどのプロジェクトを手掛けている。人

員、能力、経験ともに十分であり、本プロジェクトを支障なく実施することが可能と判断される。 

 既存施設 2-1-4

（1）経緯 

ヒシャム宮殿（Qasr Hisham / Khirbet al-Mafjar）遺跡はウマイヤ朝（660～750 年）、初期イス

ラム期の重要な遺跡の 1 つであり、名前は発見された遺物に記載されていた第 10 代カリフ、ヒ

シャーム・イブン・アブドゥルマリクに由来する。ヒシャムの甥であるワリド二世の在位（743 
～745 年）前に冬の別荘として建造されたものの、短い使用期間を経て、749 年に起きた地震に

より倒壊したと考えられている。近年の研究によれば、サイト北側の農業住居跡などは、アッ

バース朝（750～1258 年）時に建てられ、中世 1300 年頃まで断続的に使用されたと考えられて

いる 10。 

ヒシャム宮殿遺跡は 1884 年に発見され、1934～1948 年にはイギリス委任統治下で、観光遺

跡庁の Dimitri Bramki により 12 回に及ぶ発掘調査が行われた。このときに発掘された多くの遺

物はロックフェラー博物館（エルサレム）に収蔵されている。この調査にはイギリスの建築家、

Robert Hamilton も参加し、建築学的な研究を通じ大浴場の復元図や論文を発表している。ヨル

ダンの統治時代には、ヨルダンの考古学局の Awni Dajani により 1957 年から 1960 代まで、特に

北側の遺跡の発掘に重点をおいて進められた。また、この時代に主な遺構の修復・復元作業が

行われ、現在見ることができる大浴場遺構の四周壁、柱などはそのときのものである。その後

のイスラエル占領下では、約 30 年間に渡って発掘調査は中断されるが、パレスチナ自治政府の

発足前後の 1993 年頃から MOTA により再開されている。 

1998～2006 年には、イタリア政府が MOTA や UNESCO、 フランシスコ会聖書研究所 と協

働し、Jericho Qasr Hisham Archaeological Park プロジェクトを進め、発掘品の考古学的・化学的

調査、モザイクや漆喰、石積みの修復活動、モザイク床の砂養生やシェルター建設計画（covering 
project）などを行い、この成果として、サイト内にモザイク技術の継承を目的としたモザイク

センターを設立した。2006 年には MOTA の考古学者 Hamdan Taha の指揮のもとで大浴場北側

の発掘調査が行われた。また、2011～2014 年には、MOTA とシカゴ大学東洋研究所の協同で発

掘調査（大浴場の北側の階段、同東側の北門の発見、遺跡北側の建物群の再発掘など）が行わ

れ、これら両調査の成果から、遺跡の年代について再検討が行われた。この結果、ヒシャム宮

                                                        
 
10 Donald Whitcomb, Hamdan Taha 2013. “Khirbat al-Mafjar and its Place in the archaeological heritage of Palestine” 
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殿は、各建物がさまざまな時代に建設され、また地震による倒壊、建材の転用による廃墟化も

あり、時代ごとに使用者や建物が移り変わり、中世に至るまで使用されていたと考えられてい

る。 

大浴場の床モザイクは MOTA による発掘、修復の再開当初から、その美術品としての高い価

値と、雨や日差しからの保護の必要性は認識されており、イタリア、USAID、UNESCO が相互

に関与しながら、それぞれがシェルター建設を計画したが、いずれも中断されている。それぞ

れの概要を表 2-2 に示す。 

表 2-2 過去のシェルター案 

ドナー イタリア政府、UNESCO USAID、ANERA（米系の NGO） UNESCO、チェコ（資金協力） 
時期 2000-01 年頃 2005-06 年 2006-11 年 

案形成プ

ロセス 
建築家ロベルト・サベーリは

2000年 7月からUNESCOの専門

家として、シェルター建設のス

タディを進める。2001 年 11 月に

既存柱の強度不足が指摘され、

中断する。 

MOTA、UNESCO によるコンペ

で、ヨルダンの建築家カマーシ

ュアーキテクツが選定された。

2006 年 1-4 月に地元関係者との

協議など経て、2006 年 7 月にコ

ンセプトデザインが完成する。 

2006 年のコンペによりピーター

ズントー+ナディア・ハバーシャ

が選定された。2010 年 5 月にコ

ンセプトデザインが完成、2011
年に既存柱の調査が行われ、強

度不足と判定された。 

案の特徴 ・既存柱の上にトラス梁を設置

し、銅製の傘状の屋根を掛け

る。既存壁の上に壁を作り、閉

鎖型の展示空間を計画。 
・換気や採光のための各種建築

的装置を提案。 
・高い位置の鑑賞用通路を提案。 

 

・身近で安い材料で大浴場の復

元ドームを再現するもの。既存

柱、壁の上に計画。 
・低い高さでガラスの鑑賞用通

路が広間の中央を横切る。 
・建築は現地の技術と労務で行

え、建築費は 1 百万ドル。 

・既存柱、壁の上に木製の直方

体の構造を建設し、布で覆う現

代的なデザイン。 
・3.5m の高さに鑑賞用通路を周

回させる。 
・ランドスケープのデザインも

検討された。 
・建築費は 18 百万ドル。 

 
中断の理

由と要件

への適合

性 

・パレスチナ側との十分な協議

が無いまま、進められ、技術的

な問題により中断された。 
・案は遺構への介入が大きく可

逆性が低い。 

・アメリカ政府の政治状況によ

る影響で中断された。 
・遺構への介入が大きく可逆性

が低いこと、維持費がかかるこ

となどが懸念される。 

・高さが 31m と高い点、建築費

が高いという点から、パレスチ

ナ側に受け入れられなかった。 
・既存柱の強度が不足していた

ことも影響している。 

（2）ヒシャム宮殿遺跡と大浴場遺構の概要 

ヒシャム宮殿遺跡の敷地形状は南北に細長く、南北約 300m、東西約 100～130m、約 3.6ha の

広さを有する。ヒシャム宮殿遺構は、サイトの南側にある宮殿（Palace）、宮殿の北側の大浴場

（Great Bath）、ならびにサイト北側に位置する住居跡、モスク、ブドウ絞り器（Grape press）、
馬小屋からなる遺跡群（以下、「農業住居跡」とする。）の 3 つが主な構成要素となっている。

サイト南端にはメインゲート（ジェリコ門）があり、その脇にチケット売場を兼ねた管理事務

所と解説センター、ミュージアム（2014 年オープン）、トイレがある。この他に、宮殿の東側

にはパビリオン遺構が、北側にはモスク遺構があり、大浴場の東側には北門がある。さらに北

門の東北側、サイトの東側境界に沿ってモザイクセンターがある。 
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ヒシャム宮殿遺跡の巡回路は図

2-2 のようになっており、段差の大

きな箇所には USAID の協力（2006
～2008）によって鋼製の手すり付

きスロープが整備されている。ま

た、リヨン市の協力（2011）によ

って宮殿遺構と大浴場遺構には外

構照明設備が整備されている。 

宮殿遺構は中庭を諸室が取り囲

む平面形となっており、中庭に面

して列柱がある。宮殿は 2 階建て

で、近郊で産出する黄色い砂岩ブ

ロックによる組積造であったと推

定される。中庭には有名な星状窓

のモニュメントと、中庭の西側の

地下にある Sirdab（冷浴室）の床

モザイクがある。 

宮殿の北東側にはモスクがあり、

祭壇部の壁龕と列柱が残っている。 

本プロジェクトの対象となる大

浴場遺構は、宮殿遺構の北 40m ほ

どに位置し、遺跡の中で 2 番目の

規模の建物である。主な入口は東

面にあり、この他に南西角にもカ

リフ（最高権威者）専用の入り口

があり、宮殿から回廊で直接行け

る構造となっている。大浴場遺構

にはホール部分および Diwan と呼

ばれる小部屋に床モザイクが残っ

ているが、ホール部分の床モザイ

クは、砂で養生されており、鑑賞

には供されていない。ホールには

一辺が約 2m、高さ 5m 前後の柱が

16 本あり、7m または 8m 間隔で規則正しく並び、神殿のような様相となっている。柱は発掘当

時、2~3 段の基壇のみが残っている状態だったが、1960 年代にコンクリートと石材を用いて柱

が復元された。コンクリート柱の回りに砂岩ブロックを積んだ化粧柱と、形状を似せたコンク

リート柱の 2 種類があり、中央に位置する 4 本の柱は柱頭飾りまで復元されている。柱は丸柱

と四角柱を組み合わせた形状となっている。 

図 2-2 ヒシャム宮殿遺跡の敷地案内図 



 

 12 

ホールの南側には長さ約 21m、深さ 1.5m のプール（冷浴槽）が、また北西側には Diwan が

あり、有名な「生命の樹（Tree of Life）」の床モザイクが見られる。Diwan の床モザイクは、砂

岩ブロックの壁と、木と葦、粘土でできた簡易な切妻屋根で保護されている。Diwan のシェル

ター北側は、鑑賞用のプラットフォームが設けられていて、鋼格子越しにモザイクが鑑賞でき

る。南側にも鋼格子ドアがあり、こちらからも鑑賞できる。 

ホールの北側部分は浴室、火室、トイレ、炭庫、階段室からなる浴室群のスペースとなって

いる。浴室の床は短い柱の上に浮いた構造となっており、床下部分に火室で暖めた熱い空気が

送られて、室全体が温まる方式となっていて、遺構としては浴室の床下構造や炉が見られる。 

ヒシャム宮殿は 8km 離れた泉（Ein Deyuk、Ein Nueima）から水を引き込んでおり、大浴場の

西側にある地下水槽に貯水していた。ここから、大浴場のプールなどに給水がされており、遺

構の地下には給水網がある。同様に、排水管網も遺構地下に配置されており、遺構からサイト

の東側に向けて排水管が延びている。 

北側の住居跡には、住居の他、ブドウ絞り器やモスク、馬小屋があり、鋼製手すり付きスロ

ープから鑑賞できるようになっている。 

(3) 大浴場遺構の保存状態 

現在では復元に使われた砂岩ブロックも劣化しており、オリジナルの部分と復元部分の判別

が難しくなっている。 

1) 四周壁 

四周壁はオリジナルの基礎の上に砂岩ブロ

ックを 7 段程度積み上げて復元している。

砂岩ブロックは 2 列に積み、間にコンクリ

ートを充填している。地表面から１ｍ程度

の高さまでの、オリジナルと修復した砂岩

ブロックに塩類風化 11が発生し、粉状に崩

れている様子が見られる（図 2-3）。また、

四周壁の上には砂が堆積し、そこに草が生

えており、美観および保存上の観点から、

日常管理の中でこまめに除草することが求

められる。 

 

2) プール 

ホール南側にはプールがあり、大理石の階段でホールとは仕切られている。プール内部には、

                                                        
 
11地下水や風雨により、対象物の空隙に可溶塩類を含む水分が入り込み、その水分が表層から気化することにより塩化物の結

晶が生成され、結晶が析出する際の圧力、水和による体積変化や熱膨張により、対象物を風化させる現象 

図 2-3 既存壁の風化状況 
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防水のために砂岩の内側に煉瓦を積み、

その表面に厚さ 5mm 程度の漆喰を塗り、

鏡面仕上げにしてあったと思われる。現

状では、表面が荒れ小さな石の混和材な

どが剥き出しの状態で、表面が崩れてい

る部分（図 2-4）もある。このため、漆喰

層の破断面に新たに漆喰モルタルを充填

して、剥落防止を図っている。しかし、

下地となる煉瓦が劣化しているため、漆

喰層はフレーク状に剥がれてきており、

漆喰層が落剥する危険性がある。漆喰層

が割れた部分には草が生えている。 

3) 柱 

柱頭部はいずれもコンクリートと鉄筋が

露出しており、長年の雨や紫外線の影響

で劣化が進み、草が生えているなど美観

上、好ましくない状態にある。柱の基壇

は砂岩ブロックでできているが、四周壁

と同様に塩類風化が見られる。 

4) 浴室群 

浴室群は砂岩と煉瓦でできている。焚き

口や火室などは基本的に煉瓦を使用して

いる。煉瓦は高温にさらされ、また塩類

風化などのため劣化が著しい。ここでは

煉瓦の損傷だけでなく焚口のアーチの構

造的な破壊も見られる（図 2-5）。 

(4) モザイクの保存状態 

現在、砂で養生されているモザイクは、太陽光と降雨に直接さらされることの無い、比較的

安定した状態となっており、これを露出することは、さまざまな外的要因にモザイクをさらす

こととなり、負の影響がある。モザイクに対する負の影響源として懸念されるのは土壌水分、

降雨および直射光であり、これらはモザイクの基層部分や目地にダメージを与える。特に直射

光は、輻射熱による膨張と収縮を繰り返すことによってモザイクを剥落させるため、最も大き

な影響を与える。また、温湿度の変化による塩類風化も大きな影響を与える。温度が上がり、

湿度が下がると土壌水分の蒸発が大きくなり塩類の結晶化が起こる。逆に湿度が上がると塩類

の潮解を引き起こし、さらには空気中の水蒸気（湿度）が地表面に結露して土壌中の塩類を溶

解して、モルタル部分の劣化につながる。このため、シェルターの設計にあたっては、確実な

直射光の遮光と適切な通風により、温湿度環境を可能な限り一定にすることが重要となる。 

図 2-4 プールの煉瓦および漆喰壁 

図 2-5 浴室の焚き口（南側） 
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1）ホールの床モザイク 

厚さ 5mm 位のフェルト状の布の上に数セ

ンチの土をかぶせて埋め戻されているが、

砂の層が薄いため直射日光からの熱的影

響や雨水による浸食に対して十分な保護

となっていない。モザイクが露出している

部分では、モザイク石が剥がれているとこ

ろ（図 2-6）があり、その周辺で空洞音が

することから、基層となる漆喰層の劣化と

モザイク石の熱膨脹により、モザイクが漆

喰から剥がれていると推定される。 

2）Diwan の床モザイク 

Diwan を覆うシェルター屋根の木トラス

にはシェルター内に入った鳥が止まるた

め、大量のフンが付着し、モザイクの上

にも落ちている。シェルターには、以下

のような効果が想定される。 

• 砂岩の壁体と粘土を載せた屋根

が、外部からの熱を遮断している 

• 一部で雨漏りがあるものの、基本

的に雨の影響は受けていない 

• 直射日光から守られている 

• 南北に開口があるため、適度な通

風が保たれ、室内の温度・湿度の

上昇を防止している 

• 結露による被害が認められない 

• 風で運ばれてくる砂の侵入が少ない 

• 人による破壊の予防的な措置となっている 

床モザイクには塩類風化の現象が見られなかったが、斜光線による観察と打音検査により、

床モザイクの一部に空洞があることが分かった。また、空洞部分で床モザイクが崩れたところ

（図 2-7）がある。 

 (5) サイト内の未発掘の遺跡 

ヒシャム宮殿遺跡では、シカゴ大学東方研究所（Oriental Institute, Chicago University）が中心

となって、2014 年にレーダーによる地下探査を行っており（図 2-8 を参照）、未発掘遺跡の存在

が示唆されている。調査団は MOTA からの考古学的な判断を受け、図 2-9 のように、シェルタ

図 2-6 ホールの床モザイク 

図 2-7 Diwan の床モザイク破損部 
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ー建設時に、重機の運搬や掘削等で地下遺構にダメージを与える危険性が高いエリアと、影響

の少ないエリアを整理した。危険性が高いエリアでの工事にあたっては、掘削を最小にするな

どこれらの未発掘遺跡への配慮が必要となる。 

  

図 2-9 大浴場周辺の未発掘の遺跡への影響 

図 2-8 地中探査による未発掘遺構の推定 

出所: “Jericho Mafjar Project, 2013-2014 Annual Report” 
Donald Whitcomb, Oriental Institute, Chicago University 
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2-2 プロジェクトサイトおよび周辺の状況 

 関連インフラの整備状況 2-2-1

（1）立地、アクセスおよび周辺地域 

本プロジェクトの対象サイトであるヒシャム宮殿遺跡は、ジェリコ市の中心部から北に 3km
ほどの郊外にあり、ヌエイマ川 12（Wadi Nueima）の北岸に位置する。ジェリコ市は、西岸地区

とヨルダンの境界を南北に走るヨルダン峡谷の低地で、死海の北東約 10kmにあり、標高マイナ

ス約 260mと海抜下の街である。ジェリコ市は、エルサレムやラマッラなどの近隣都市から、直

線距離で 30km程度、良く整備された高速道路を経由し、車では 1 時間弱でアクセス出来る。ジ

ェリコ市の中心市街からサイトまでは舗装路が整備されており、車輌によるアクセスが可能で

ある。サイトの南側にはメインゲートおよび駐車場があり、東側および西側は未舗装路に面し

ている。周辺の土地は主に農地として利用されており、サイトから 300mほど離れた位置のホテ

ル以外に目立つ建物はない。サイトの北側、西側にはヨルダン渓谷を形作る低い山並みに囲ま

れ、東側はヨルダン川までなだらかに農耕地と礫砂漠が続いており、遙かにヨルダン渓谷東岸

を望むことができる。 

 
出所: MOTA 提供資料をもとに、調査団作成 

図 2-10 計画サイトの周辺の状況 
 

                                                        
 
12 Wadi（ワジ）は、通常流水のない涸れ川であり、雨期の一時的な豪雨のときのみに水が流れる。 
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（2）敷地の所有権 

ヒシャム宮殿遺跡の敷地は、不動産登記書類によって、パレスチナ自治政府が所有する「公

共公園」であることが確認されている（別添資料 7-3 を参照）。また、敷地はパレスチナ自治政

府が行政権、警察権共に実権を持つ A 地区に含まれている。 

（3）都市計画 

MOTA はサイト周辺の文化的景観の保護を目的とし、遺跡のエリア（Zone 1）と敷地周囲 60
～130m の緩衝エリア（Zone 2）を指定し、周辺区画の開発を抑制するような土地利用の方針を

決定している。これは、将来的な世界遺産登録の可能性を考慮した方針であり、原則として農

業利用以外の利用を制限し、全ての活動・開発は MOTA の承認が必要であるとしている。この

方針は 2015 年 2 月に観光遺跡大臣の承認をすでに受けており、ジェリコ市の都市計画に反映さ

れる予定である（別添資料 7-4 を参照）。 

（4）電気 

対象サイトでは配電会社（Jerusalem District Electoricity Company、以下、「JDECO」という。）

から、低圧（380V）で電力の供給を受けており、管理事務所とモザイクセンターのそれぞれが

受電契約をしている。管理事務所が 63A、モザイクセンターが 25A の受電容量となっている。

JDECO での聞き取りによれば、ジェリコ市では停電はまれにしか起こらない。 

サイト内には 2011 年にフランスのリヨン市の協力により、外構照明設備が整備されており、

シェルターの建設に際して大浴場遺構周辺の照明の一部を撤去する必要がある。 

（5）給水 

対象サイトまでジェリコ市の給水網が整備されており、管理事務所およびモザイクセンター

の 2 ヶ所で引き込んでいる。しかし配水事情は悪く、給水は冬季のみ 2 回/週程度で、夏季であ

る 5～10 月には断水するため、給水車により給水をまかなっている。現況ではトイレ棟および

モザイクセンターに設けられた屋根上の受水槽（高架水槽）に定期的に給水車で水を補給して

運用している。 

（6）公共下水道 

ジェリコ市で整備が進んでいる公共下水網は、サイト周辺まで到達しておらず、利用できな

いため、既存のトイレ棟およびモザイクセンターのトイレ排水は浄化槽（腐敗槽式）にて処理

の上、地中浸透させている。 

（7）雨水排水 

サイトの大半は直接土壌が露出しており、大半の雨水が地表面から浸透されているものと考

えられる。宮殿遺構の中庭からの排水管（および側溝）はサイト東側に向けて延びている。大

浴場遺構からの排水管も同様にサイト東側に向けて延びているが、途中で壊れており機能して

いない。また、大浴場遺構の北側にはサイトを横切るワジ（降雨時の水路）があり、底面と側

面がモルタルで補強されている。しかし、その両岸は、周辺地盤面より盛り上がっているため、
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サイト内の雨水の流入はなく、主にサイトの西側にある排水路がそのまま流入していると考え

られる。このワジの末端はサイトの東側で開放され、植栽用として活用され、さらにサイト東

側にある開渠まで接続されている。 

 自然条件 2-2-2

（1）敷地測量 

サイトの位置は北緯 31°52′53.7″, 東経 35°27′38.2″（サイト南東角）、東西約 130m、

南北約 300m で南北に長く北が狭い方形で、地勢は北西から南東に向かって高低差 5m 程度の緩

やかな傾斜を持っており、サイト中程北寄りにサイトを西から東に流れるワジがある。測量調

査、およびジェリコ市役所での敷地境界の確認により特定された敷地面積は 3.60 ha である。 

敷地測量はヒシャム宮殿遺跡の外周部の駐車場、道路等を含む約 4.2ha の平面測量ならびに

レベル測量（等高線間隔 0.25m）を実施した。大浴場部分については、遺構の現況および地盤

高さとの関係を明らかするために、既存柱、既存壁等のレベル測量を実施し、測量データとし

てまとめた。（別添資料 7-1 を参照） 

（2）地質・地盤調査 

本サイトでは、過去に UNESCO がシェルター案計画のため、地質調査（2011 年 7 月）を行

っている。UNESCO はシェルターを既存柱の上に載せる計画としていたため、調査は既存柱下

の地盤の土質や許容支持力、既存柱の構造的強度の確認を目的として実施されている。本準備

調査では、この地質調査の結果が不十分だった項目について、多角的に調査を行い、補足すべ

き情報を得るものとし、現況確認、前地質調査のレビューにもとづき以下のように整理した上

で調査を行った。（別添資料 7-2 を参照） 

表 2-3 地質・地盤調査項目 

試験項目 仕様 数量 目的 
標準貫入試験 ASTM D1586 または BS EN ISO 22476（BS1377）

による。深さ 1m ごとの試験。N 値＞50 以上が 5m
深さまで連続した場合はその時点で終了してよい 

2 ヶ所、最大

40m（実績

15.5m） 

地盤の工学的性質および

試料の採取 

平板載荷試験 ASTM D1194 または BS EN ISO 22476（BS1377）
による 

2 ヶ所 構造物地盤面の支持力特

性を計測する 
不攪乱サンプル

の三軸圧縮試験 
上記の標準貫入試験および平板載荷試験の近傍、

想定される基礎底深さで不攪乱試料を採取し、三

軸圧縮試験を行う 

2 ヶ所、0.5
～1.0m 深さ 

地盤の力学的特性を把握

し、上記の試験の結果と合

わせて正確な評価を行う 
土中の詳細な水

分量、塩化物量

の測定 

遺構内のモザイク床破損部から試料を採取し、

20cm ごとに含水率および塩化物量（電気伝導率）

の測定を行う 

2m 深さ、

20cm ごとの

測定 

地盤からモザイク床への

影響を考察するための基

礎情報 
土中塩化物の定

量 
採取された試料に含まれる塩化物の定量を行う

（Na+, Ca+, Mg+, Cl-, S2-） 
1 ヶ所 塩類風化の原因物質を特

定する情報 
柱下部の構造お

よび力学的特性

の調査 

柱下部の基礎部の構造および力学的特性を調べる

ために、コア抜きにより試料を採取し（柱下部よ

り斜めに採取）、ラボにて組成や力学的特性を試験

する 

3 ヶ所 既存柱部の地耐力の算定

および補強方法を策定す

るための基礎情報 

土質試験 標準貫入試験で得られた試料の粒度分布、含水率、

比重、アッターバーグ限界を測定する 
- 地盤の性状を把握するた

めの基礎情報 
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標準貫入試験、平板載荷、土質試験の結果、サイトの土壌は、含水率 0.3～11.1%、比重 2.63
～2.67、砂・礫混じりの粘りの少ない粘土が主体であることが確認された。また、調査に協力

した現地企業の分析では、許容支持力として 200kN/m2 を構造計算に使用することを推奨してい

る。 

また、既存の復元柱を利用した形での架構の可能性を検討するために、柱下の基礎の力学的

特性をコア抜きにより調査した。コア抜きしたサンプルは圧縮試験の結果、圧縮強度 4.2～
8.2MPa（420～820kN/㎡）との結果となり、十分に強固であると判断される。 

サイトの遺構で観察された塩類

風化の原因 13を特定するために、

遺構内のモザイク床において土壌

サンプルを採取し、深さごとの土

壌水分、塩化物量の測定（塩化物

量は電気伝導率の測定 14による）

を実施した結果を図 2-11 に示す。

地表面付近の含水比は 3.4%とかな

り低く乾燥していて、深さ方向の

含水比は、深くなるほど高くなる

傾向が見られ、2mの深さでは 9%以上になる。また、遺構周辺の土壌サンプルの調査において

も、同様に地表面付近の含水比が低く、2m深さで 8％台となっている。なお、夏季の調査では、

地表から 10mの深さまでに地下水は確認されておらず、遺構に対する影響は少ないと考えられ

る。 

電気伝導率については、地表面近く 20～40 ㎝で高くなっている。これは地表面近くでは地面

に夜露が降り、日中は乾燥するため、常に水分変化が大きいため塩類の集積が大きくなってい

るものと考えられる。化学分析によって陽イオン物質としてナトリウム、カルシウム、マグネ

シウムが、陰イオン物質として塩素、硫酸が確認されている。 

（3）気象状況 

ジェリコ市は、ケッペンの気候区分で地中海性気候（CSa）に属し、夏（5 月から 10 月）は

乾期、冬（11 月から 4 月）は雨期となっている。 

                                                        
 
13 土壌中には可溶性塩類が含まれている。塩類を溶解した土壌水分は、土壌間隙の毛細管現象で地表面まで移動し、水分

が蒸発して塩類が結晶化して析出する。地表面近くにある砂岩やレンガなどは、塩類の結晶過程の圧力によって粉状ある

いは鱗片状に崩壊してしまうため、可溶性塩類の結晶化は、遺跡の保存を考える上で大きな問題になっている。 
14 一般的に可溶性塩類は、水に溶解すると電解質溶液になり、電気をよく通す。電気導電率は液体中での電気の流れやす

さを示し、液体中にどれくらいの物質が溶け込んでいるか（イオン化しているか）を示す指標ともなるため、土壌の塩類濃度

の指標としてよく使用されている。 

0
2
4
6
8

10
含水比(%) 伝導度(dS/m) 

図 2-11 含水比と電気伝導率の関係 
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出所： Jericho Meteorological Station, 1969-2014 

 図 2-12 ジェリコの月別気温と降雨量 ／ ジェリコの月別相対湿度と平均風速 

夏季の気温は 40℃を超えることも多いが、冬季は温暖な気候で避寒地として知られている。

年間平均降雨量（Jericho Meteorological Station、1969～2014 年、この段落は同様。）は 175mm
と少ないが、最も雨の多い 1 月の最大降雨量は、単年度統計で 137mm を記録したこともあり、

激しい降雨もある。月平均気温は 13.1℃（1 月）から 30.9℃（7・8 月）を推移し、月平均最高

気温は 39.5℃、月平均最低気温は 8.8℃、各月の平均最高気温と平均最低気温の差（平均日較差）

は 11.2 から 15.4℃となる。 

風向は、午前中は南または南東から、午後は北西から北向きというパターンで、嵐や竜巻の

記録はない。過去約 50 年間の最大瞬間風速は、39 ノット（20m/s）を 3 回（1979 年 1 月と 4 月

と 1988 年 12 月）記録している。 

なお、春には北からの砂塵嵐が観測される。一般的に風速は小さく風荷重は問題とならない

が、砂塵の建物内への侵入、堆積に注意する必要がある。 

（4）局所気候の調査 

サイトでのモザイク床の環境を測定し基礎的情報を得るために、温度、湿度、照度の計測器

（データロガー）を遺跡内の表 2-4 の地点に設置し継続的なデータ収集を行った。調査期間に

取得が出来た 2015年 7月 29日から 2015年 12月 5日までのデータは表 2-5, 表 2-6, 図 2-13, 図 
2-14, 図 2-15 のようにまとめられる。 

表 2-4 局所気候測定箇所 

場所 計測データ(計測機器記号) 備考 

屋外（管理事務所付近） 温度・湿度・照度計(P) パーゴラ部分の屋外(日陰部分)に設置。 

Diwan 温度・湿度・照度計(D1) 
温度・湿度計(D2) 

既存シェルターの内部、床面（D1）および高段部

（D2）にひとつずつ 

Sirdab 温度・湿度計(S) 宮殿遺構地下室内 
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表 2-5 平均温度と日較差（10 日毎） 

期間 7/29- 
8/7 

8/8- 
8/17 

8/18- 
8/27 

8/28- 
9/6 

9/7- 
9/16 

9/17- 
9/26 

9/27- 
10/6 

10/7- 
10/16 

10/17- 
10/26 

10/27- 
11/5 

11/6- 
11/15 

11/16- 
11/25 

11/26- 
12/5 

屋外（パーゴラ） / P 

平均 36.0 35.2 33.9 33.0 35.0 32.3 30.8 29.3 27.7 24.2 22.1 22.0 19.4 
最高 49.4 48.7 44.8 41.7 43.7 40.4 38.1 38.1 36.3 31.8 29.7 28.5 28.6 
最低 27.1 27.3 26.9 26.8 27.6 25.1 24.2 23.4 20.3 18.3 15.6 15.5 8.9 
較差 22.3 21.4 17.9 16.1 16.1 15.3 13.9 14.7 16.0 13.5 14.1 13.0 19.7 
Diwan 床直上 / D1 

平均 34.5 34.2 33.6 32.9 34.5 32.4 31.0 29.8 28.5 25.0 23.2 22.9 20.7 
最高 39.9 39.0 38.5 35.7 38.8 35.9 34.4 34.0 31.7 29.5 26.2 25.3 25.2 
最低 30.3 30.7 30.7 30.4 31.0 27.9 27.8 26.6 24.1 21.9 19.5 19.0 13.7 
較差 9.6 8.3 7.8 5.3 7.8 8.0 6.6 7.4 7.6 7.6 6.7 6.3 11.5 
Diwan 高段部(床より 1.5m 上) / D2 

平均 35.3 35.0 33.9 33.3 35.1 32.7 31.2 29.9 28.5 24.9 22.9 22.6 20.0 
最高 44.8 42.6 40.7 38.0 41.3 36.9 35.4 36.0 33.5 30.0 27.8 26.6 25.4 
最低 29.6 30.4 30.4 30.0 30.8 28.2 27.9 25.5 23.1 21.0 18.3 18.4 12.7 
較差 15.2 12.2 10.3 8.0 10.5 8.7 7.5 10.5 10.4 9.0 9.5 8.2 12.7 
Sirdab / S 

平均 33.7 33.6 33.6 32.8 33.7 32.2 31.3 29.9 28.9 25.4 23.4 22.9 21.2 
最高 35.7 35.7 85.8 34.1 34.6 33.7 32.9 31.4 31.1 27.3 25.5 25.1 23.9 
最低 30.4 31.3 31.3 31.2 31.6 29.2 28.8 27.7 25.0 22.6 20.1 19.8 14.9 
較差 5.3 4.4 4.5 2.9 3.0 4.5 4.1 6.4 6.1 4.7 5.4 4.3 9.0 
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図 2-13 温度日較差（10 日毎） 
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表 2-6 平均湿度と日較差（10 日毎） 

期間 7/29- 
8/7 

8/8- 
8/17 

8/18- 
8/27 

8/28- 
9/6 

9/7- 
9/16 

9/17- 
9/26 

9/27- 
10/6 

10/7- 
10/16 

10/17- 
10/26 

10/27- 
11/5 

11/6- 
11/15 

11/16- 
11/25 

11/26- 
12/5 

屋外（パーゴラ） / P 

平均 38 39 46 45 42 37 51 49 53 58 57 47 54 
最高 72 69 67 68 73 67 71 82 94 91 94 79 96 
最低 11 10 17 18 8 11 26 17 25 23 19 24 17 
較差 61 59 50 50 65 56 45 65 69 68 75 55 79 
Diwan 床直上 / D1 

平均 38 39 44 43 42 35 49 46 50 53 52 44 48 
最高 60 56 58 57 61 57 86 72 74 74 77 62 76 
最低 15 18 25 34 10 13 34 22 27 26 24 25 17 
較差 45 38 33 23 51 44 52 50 47 48 53 37 59 
Diwan 高段部(床より 1.5m 上) / D2 

平均 37 39 44 43 40 35 49 46 48 56 53 49 50 
最高 63 57 58 59 61 59 63 74 77 77 81 67 82 
最低 11 14 22 22 9 13 31 19 25 25 21 26 17 
較差 52 43 36 37 52 46 32 55 52 52 60 41 65 
Sirdab / S 

平均 41 42 46 45 46 38 48 47 49 54 52 44 48 
最高 52 53 52 52 57 52 55 60 70 69 73 59 68 
最低 26 26 38 38 32 25 41 32 28 35 28 27 18 
較差 26 27 14 14 25 27 14 28 42 34 45 32 50 

 
モザイク保存の視点から、シェルター内

では温湿度の変化幅（日較差）を可能な限

り小さくすることが大切である。温度につ

いては、屋外（パーゴラ）に比べて Diwan
や Sirdab は変化幅が小さく、特に Sirdab は

地中にあり、密閉性が高いため、Diwan よ

りも安定していることが分かる（図 2-13）。
湿度についても同様の傾向がみられる（図 
2-14）。Diwan、Sirdab ともに完全に密閉さ

れていないため、屋外の影響を受けて温湿
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図 2-14 湿度日較差（10 日毎） 
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図 2-15 温湿度日較差（10 日毎）のプロット 
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度の変化はあるが、これらの温湿度データ（図 2-15）からは、既存シェルターが大きな温湿度

変化を緩和する役割を果たしているのが確認できる。 

照度については、昼間の屋外（日陰部分）における晴天時の照度が 4,000～8,00015ルクス、そ

の際のDiwanのモザイク床面での照度が 300～600 ルクスである。既存シェルター内Diwanで計

測された数値は、モザイクを保護する観点から望ましい明るさである。16 

（5）被災履歴 

1) 地震 

ジェリコ市はヨルダン地溝帯の近くに位置し、地震発

生のリスクが高い地域とされている。IRIS17による 20 世

紀以降の地震データによれば、この 1 世紀で最も大きな

地震は、1927 年にはジェリコの東約 20km程度を震源と

する M6.3 の地震 18があげられるが、ジェリコにおける

被害は軽微であった。この他、ジェリコの周辺において

は、M4～5 の地震が数年に 1 度発生する程度である。

M4～5 の地震は小地震に区分され、「震央付近で有感と

なり、震源が浅い場合に震央付近で軽い被害がでる 19」

とされる。 

一方、国立ナジャ大学地球科学・地震工学センターの

地震データによると、紀元以降、1900 年までに、ジェリ

コ近辺において 7 回の地震（M6 以上）が起きており、

このうちの 1 つが本遺跡の倒壊の原因となったと考えら

れている 749 年頃の地震（M7 以上）である。このよう

に、M6 以上の中地震または大地震は 250 年に 1 度程度

の頻度で、発生している。 

国立ナジャ大学は、（米国）統一建築基準（Uniform Building Code、以下、「UBC」という。）

にもとづいた、地震ハザードマップを作成し、地震係数に応じた 4 つのゾーンを設定している。

ジェリコ市を含む死海やヨルダン渓谷一帯はゾーン 3（係数 0.3）に指定されている。 

                                                        
 
15 意図しない直逹光の計測データなどを除く。 
16 文化庁が示している博物館や美術館における照度のガイドラインは、版画や日本画のように光に敏感な作品で 150 ルクス

程度、年間積算照度で 7 万 5千ルクス時間としているが、光に敏感でないもの（金属、石など）については特に示していない。

照明学会の屋内照明基準では、展示エリアにおける光に敏感でないもの（金属、石、ガラス、宝石、エナメル）の推奨照度を

500 ルクスとしている。 
17 IRIS: Incorporated Research Institutions for Seismology http://www.iris.edu/hq/ 
18 エルサレムでは死者 130 人、負傷者 450 人、300 棟の倒壊が、ナブルスでは死者 150 人、負傷者 250 人、300 棟の倒壊、

ヨルダン側では死者 100 人が記録されているが、ジェリコでの被害は旅行客 3 名、2 棟の倒壊のみとある。Daniel Wachs; 
Dov Levitte (June 1978), “Damage Caused By Landslides During the Earthquakes of 1837 and 1927 in the Galilee Region”  

19 防災地震 web、防災科学技術研究所による。 

出所: https://www.najah.edu/page/1824 

図 2-16 パレスチナの地震マップ 

http://www.iris.edu/hq/
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2) その他の自然災害 

前述の地震、砂塵嵐の他には、サイクロン、洪水等の自然災害は報告されていない。 

 環境社会配慮 2-2-3

本プロジェクトは、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010 年 4 月公布）にしたが

って、セクター特性、事業特性および地域特性を鑑みた結果、環境への望ましくない影響が重

大でないと判断されるため、同ガイドライン上のカテゴリ B に分類される。 

2-2-3-1 環境影響評価 

 環境社会影響を与える事業コンポーネントの概要 2-2-3-1-1

本プロジェクトの計画コンポーネントのうち、環境社会影響を与える可能性のあるものは、

下記の 2 項目である。 

• モザイク保護を目的とする保護シェルターの建設、ならびに照明などの設備類の設置 

• モザイクを覆う砂を取り除き、鑑賞のため空気中に露出させる現状変更 

保護シェルターと床モザイクは MOTA が管理するヒシャム宮殿遺跡内に位置し、本プロジェ

クトの活動は大浴場遺構のシェルター建設とそれに付随する既存柱の補強などの補修活動であ

る。シェルターの延べ床面積は 2,443 ㎡、最高高さはモザイク床面+14.5m となる。 

 ベースとなる環境社会の状況 2-2-3-1-2

（1）計画サイト周辺の環境 

「2-2-2 自然条件」を参照 

（2）気象条件 

「2-2-2 自然条件」を参照 

（3）地域経済 

ジェリコ市には複数の歴史遺産があり、観光客や学生のスタディツアーの目的地となってい

る。特に冬季は温暖な気候であることから、避寒地としても世界中から観光客が訪れる。 

 相手国の環境社会配慮制度・組織 2-2-3-1-3

（1）環境社会配慮と環境影響評価の所轄官庁 

パレスチナでは環境管理全般と環境配慮、環境影響評価（Environmental Impact Assessment、
以下、「EIA」という。）を環境庁 （Environment Quality Authority、以下、「EQA」という。）が

管轄している。1996 年大統領令により Palestinian Environmental Authority（PEA）が設置され、

その後、1998 年 PEA を統合する形で Ministry of Environmental Affairs（MEnA）が設置された。

2003 年、EQA に名称変更されるが、2012 年に閣内で MEnA に戻り、現在では首相直属の組織



 

 25 

EQA に戻っている。このように政府組織内での立場の変遷はあるが、次に示す環境法の下、行

政組織としての機能は継続性が保たれている。 

（2）法令・基準 

環境に関する基本法として「Law 
No.7 for the year 1999 concerning the 
environment」があり、事業者や関係

官庁等にEIAの実施を義務づける根

拠となっている。また、環境アセス

メントに掛かる法令としては「The 
Palestinian Environmental Assessment 
Policy, MEnA, April 2000」 （以下、

「EA ポリシー」という。）があり、

対象事業や具体的な手続きについて

規定されている。 

（3）環境影響評価（EIA / IEE）の対象

プロジェクト 

EA ポリシーには EIA の実施が必

要となる 14 種の対象事業が挙げら

れているが、本プロジェクトは EIA
実施の対象事業には該当しない。初

期環境評価（ Initial Environmental 
Evaluation、以下、「IEE」という。）

の対象となるかは、プロジェクトご

とに、EQA が現地確認にもとづくス

クリーニングにより判断をする。

IEE の必要性が確認された場合はス

コーピングを行い、EQA による IEE
の調査仕様（Terms of Reference、以

下「TOR」という。）が示される。 

（4）本プロジェクトへの EIA または IEE の適用 

EQA による現地確認の結果、本プロジェクトには IEE の必要性があるものと判断された。本

プロジェクト提案者である MOTA は、EA ポリシーの規定にもとづき、IEE 調査の実施と報告

書作成を求められた。 

（5）プロジェクトの申請から、環境許可（Environmental Approval）までのフロー 

EA ポリシーには、スコーピングから TOR 作成までが 21 日以内と規定され、その他の手順の

出所：Palestinian Environmental Assessment Policy, EQA （MEnA at 

the time）, April 2000 

図 2-17 環境影響評価の手続きのフロー 
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期間については記述がない。手順フローチャートは、EA ポリシーの中で図 2-17 のとおり示さ

れている。なお、本プロジェクトに係る環境許可は EQA から MOTA に 2016 年 2 月 2 日付で発

行されている。 

 代替案（ゼロ・オプションを含む）の比較検討 2-2-3-1-4

（1）ゼロ・オプションとシェルター建設 

本プロジェクトを実施する目的の妥当性に関して、「プロジェクトを実施する場合」と「プロ

ジェクトを実施しない場合（ゼロ・オプション）」を以下の通り検討した。 

• ゼロ・オプション（プロジェクトを実施しない）: 現状通り、ヒシャム宮殿遺跡の大浴

場遺構の床モザイクに砂をかぶせて地中に残したままとする。このため、モザイク保護

のためのシェルター建設をする必要はないが、文化遺産であるモザイクを鑑賞用に公開

することもできない。 

• シェルター建設案: 文化遺産であるモザイクを鑑賞用に公開するために、モザイク床を

覆っている砂を取り除く。そのため、日光、雨、砂、温湿度の変化、植物や生物による

損壊からモザイクを保護するために、シェルターを建設するものである。 

モザイクの保存だけを考えると、現状のまま地中に保存する「ゼロ・オプション」が外部環

境の影響が少ないと考えられる。しかしこの場合、モザイクを歴史的文化遺産として享受し、

鑑賞および教育用資産として活用する機会を失う。ヒシャム宮殿遺跡は、現在でも、来訪者数

に占める学校教育ツアーの生徒の比率が高く、モザイクを鑑賞できるようにする意義は認めら

れる。このような視点から、モザイクを文化財として活用しながら、積極的に保存するための

本プロジェクトが構想されている。この点について、本プロジェクトについて助言と意見を求

めたMOTA主催のアドバイザリー・コミッティ（Advisory Committee Meeting、以下、「ACM」

という。）と、地元のステークホルダーであるジェリコ市民に対する協議会（Public Consultation、
以下、「PC」という。）でも、ゼロ・オプションを含む質疑があったが、本プロジェクトの目的

に反対する意見は出なかった 20。 

（2）シェルター・デザインの代替案 

1）初期検討（第 1 回現地調査：MOTA 協議、庁内ワークショップ、ACM） 

基本形として、トラス案（Truss system）・ドーム案（Dome system）・吊り屋根案（Suspended roof 
system）の 3 案（図 2-18）を比較検討した結果、主に主架構である鉄骨重量が大きいという点

からトラス案を避け、遺跡への介入が少なく軽量なドーム案と吊り屋根案をベースに、複数案

を検討することになった。環境社会配慮面では、3 案はいずれも工事中に汚染物質を出すこと

もなく、環境面への影響は小さい。唯一懸念される「景観影響」の点から、ドーム案をベース

にして、より遺跡全体および景観との調和を図るように、更に検討を進める方針が支持された。 

 
                                                        
 
20 ACM と PC については、2-2-3-1-11 を参照。 
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トラス案（Truss） ドーム案（Dome） 吊り屋根案（Suspended roof） 

イメ

ージ 

   

図 2-18 初期検討の 3 案のイメージ 

2）代替案と基本デザイン案（第 2 回現地調査：MOTA 協議、ACM） 

初期検討を踏まえ、吊り屋根案（Suspended roof system）、吊りアーチ案（Suspended arch system）、

カットオフドーム案（Cutoff dome system）が比較検討された（図 2-19）。初期案が抱えていた

課題を解決するべく修正した結果、屋根高の抑制、屋内鑑賞空間の確保、基礎工事の課題がど

の案とも一定の許容範囲に達した。この中で、景観影響が少なく、周囲との調和が得られやす

いという点から、カットオフドーム案が基本デザイン案に選定された。 

 
吊り屋根案（Suspended roof） 吊りアーチ案（Suspended arch） カットオフドーム（Cutoff dome） 

イメ

ージ 

 

 

 

図 2-19 代替案の 3 案のイメージ 

 スコーピング 2-2-3-1-5

EQA、MOTA、JICA は合同でヒシャム宮殿遺跡を踏査し、プロジェクト内容を共有した上で、

計画サイトと周辺状況を目視で確認し、IEE の TOR 作成のための合同スコーピングを実施した。

その結果は JICA の標準書式を用いて表に整理した（別添資料 7-5 を参照）。 

汚染項目では、基本的に環境への汚染物質の排出はないが、若干の影響配慮を必要とする項

目（大気汚染、廃棄物、土壌汚染、騒音・振動）に関しては、主に工事中の遺跡サイト内への

影響と配慮の必要性を認められた。周辺の自然環境への影響については、影響源が無いため非

常に小さい。社会環境影響では、地域経済（雇用創出）や地域資源（モザイク職人や石工の活

用、モザイクの歴史的文化財としての活用）の点で正の効果が認められた。文化遺産への影響

と言う点では、ヒシャム宮殿遺跡内の文化財に対する現状改変を伴うので、工事中・供用時の

影響は避けられないが、供用時は積極的な保存策により正の改善効果も得られると判断された。

その他、工事中の労働環境や事故対策について、気候条件（夏季の猛暑）や工事場所（遺跡内）
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の観点から、配慮の必要性が認められた。 

 環境社会配慮調査の TOR 2-2-3-1-6

（1）JICA 準備調査における環境社会配慮調査のための TOR 

合同スコーピングを受けて、環境社会配慮調査の内容についての TOR が準備された（別添資

料 7-6 を参照）。既述の通り、カテゴリ B に分類されているため、IEE レベルの TOR とした。

調査対象項目は、スコーピングにより負の影響の可能性が認められた「B-」、更なる調査を必要

とする「C-」判定項目である。 

（2）EQA による IEE のための TOR 

合同スコーピングを受けて、EQA も本プロジェクトに求める IEE のための TOR を作成した。

この TOR に沿って MOTA が EQA に IEE 報告書を作成提出し、報告書の承認と環境許可が得ら

れた。IEE レベルの調査であること、合同スコーピングにもとづくことから、内容（基礎条件

の記述、代替案検討、環境管理・モニタリング計画、ステークホルダー協議を含む）は、本準

備調査とほぼ同等である。 

 環境社会配慮調査結果（予測結果を含む） 2-2-3-1-7

既存情報と本準備調査の結果にもとづき、IEE 調査結果表（別添資料 7-7 を参照）に取りま

とめた。 

工事中の影響について配慮しなければならない項目として、大気汚染、廃棄物、土壌汚染、

騒音・振動、文化遺産、景観、労働環境、事故対策がある。本プロジェクトは床面積 2,443 ㎡

のシェルター建設であり、一般の大規模インフラプロジェクトと比べて、事業規模はとても小

さい。ただし、計画サイトが歴史的なヒシャム宮殿遺跡内にあるため、特別な配慮が必要とな

る。特に、工事中の振動影響については、慎重な工事計画と対策が必要になる。景観への影響

は、遺跡全体との調和、遠景との調和に配慮しながら、ACM など機会を通じて現地の専門家と

地域コミュニティとの意見調整・合意形成を図ることの重要性が確認された。これは、景観影

響は、物理的改変に左右されるだけでなく、計画サイトの文化的背景にも大きく依存すること

による。ACM などの会議では、ドーム型を支持する意見が多かった。  

供用時の影響については、本プロジェクトが外部環境に与える影響はほとんどないと考えら

れるので、配慮すべき項目も基本的にサイト内に限られる。歴史遺産である床モザイクの露出

による劣化を防止する対策と維持管理が中心課題である。来訪者数の増加による影響は、サイ

ト内のトイレ設備や廃棄物の適切な管理計画を立て、計画前後の社会環境の変化をモニタリン

グすれば、中期的には現在の施設のキャパシティで対処可能だと予想される。 

 影響評価 2-2-3-1-8

IEE 調査の結果にもとづき、本プロジェクトによる影響を評価した結果を、スコーピング時

の結果との比較表として整理した（別添資料 7-8 を参照）。本プロジェクトでの施設の維持管理

に必要な水の利用は、市からの供給でまかなえるため、周囲の表流水の水利用に影響を与える
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ものではないと評価し、（特別な配慮策は必要としない）D 判定とした。その他の項目評価は、

スコーピング時と変更はない。 

 緩和策および緩和策実施のための費用 2-2-3-1-9

IEE 評価の結果、負の影響の可能性がある項目に対する、負の影響を回避または最小化する

ための緩和策と実施責任者、監督機関、必要予算について、設計時または工事前と工事中の対

策、工事終了後・施設供用時の対策に分けて取りまとめた（別添資料 7-9 を参照）。これらの対

応は、通常業務の一環として行われるため、特別の出費はない。 

汚染項目（大気汚染、廃棄物、土壌汚染、騒音・振動）については、適切な施工管理計画の

立案、工事用重機や車輌の整備状態を保つことが重要である。廃棄物については、大量のごみ

や有毒性の高い廃棄物は発生しないが、遺跡内での工事であることに配慮して、工事中は廃材

管理・分別と回収、供用時は廃棄物管理計画を立て、適切に実行することが求められる。 

社会環境面では、文化遺産（遺跡への影響）について、遺跡内の文化財を対象としたプロジ

ェクトであることから、設計、工事中、供用の各段階で、文化財の損傷や劣化を防ぐための確

実な対策をとる必要がある（詳細は別添資料 7-9 を参照）。景観への影響については、設計段階

で地元の関係者の意見を取り入れた合意形成プロセスを踏み、周囲の景観との調和を図るデザ

インとする。その他に工事中の暑さ対策や高所作業の安全対策（労働環境）と、事故防止のた

めの安全管理計画にもとづく現場の運営が求められる。 

 環境管理計画・モニタリング計画（実施体制、方法、費用など） 2-2-3-1-10

環境管理項目（影響緩和のための対策）の実施状況を把握するために、工事中と供用時に必

要になるモニタリング活動について、モニタリング指標項目、モニタリングの場所、方法と頻

度、参照基準、実施者・監督者・費用について取りまとめた（別添資料 7-10 を参照）。 

本プロジェクトのモニタリングの主な目的は文化財の損傷防止なので、工事中は車輌・重機

の整備状態と現場作業のモニタリングが、供用時は文化財の状態と遺構廻りの微気象の喪にタ

イリングが主となる。また、来訪者数の増加状況をモニタリングし、ごみ・廃棄物処理管理計

画に反映していく必要がある。 

工事中のモニタリングは、主に施工業者が実施し、MOTA が監督する。供用時は主に MOTA
の現地事務所と本部により実施される。モニタリングの費用は、間接工事費ならびに MOTA の

一般業務費に含まれる。また、JICA は MOTA に、工事中と供用時のモニタリング報告のため

の参考書式を提示した（別添資料 7-11 を参照）。 

 ステークホルダー協議 2-2-3-1-11

本プロジェクトでは、方針、計画内容、設計要件と考慮すべき事項などについて、関係者間

で協議する場として、以下の 2 種類の協議会を実施した。 

（1）アドバイザリー・コミッティ（ACM） 

ACM はパレスチナの考古学、遺跡保存、建築学分野の専門家、実務家、地元関係者、および
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UNESCO からメンバーを選定し、プロジェクトの方針や要件について助言を求める目的で、

JICA 準備調査期間中に 4 度開催した。各 ACM の概要を表 2-7 に整理した。また、詳細は別添

資料 7-13 の議事録を参照。 

表 2-7 ACM の概要 

 第 1 回 第 2 回 第 3 回 第 4 回 
日時 2015/8/3, 8～15 時 2015/8/19, 10～16 時 2015/9/15, 10～16 時 2015/12/08,10～14時半 
場所 ラマッラ（博物館内） ジェリコ（ホテル会議

場） 
ジェリコ（ホテル会議

場） 
ラマッラ（ホテル会議

場） 
参加者 22 名  

（うち AC 委員 3 名） 
31 名  
（うち AC 委員 7 名） 

23 名 
（うち AC 委員 9 名） 

13 名 
（うち AC 委員 5 名） 

協議形式 MOTA、コンサルタント

による計画概要説明と

ディスカッション 

遺跡視察、MOTA、コン

サルタントによる進捗

説明とディスカッショ

ン 

MOTA、コンサルタント

による進捗、PC1 の報

告とディスカッション 

MOTA、コンサルタント

による概略設計の最終

説明、PC2 の報告とデ

ィスカッション 

協議事項 

· 計画：設計の前提要件 
· 環境：景観との調和（山

景と遺跡全体、小さな

外観） 

· 計画：概略設計の検討

事項 
· 環境：景観との調和（歴

史と地域との整合性の

検討） 

· 計画：鑑賞用通路の比

較検討、カットオフド

ーム案への賛否、屋根

と外装材 
·  

· 計画：概略設計の各論

の確認と検討 
· 供用時のメンテナンス

とモニタリングの重要

性の確認 

承認事項 

· 設計の前提要件 · 概略設計基本案とし

て、カットオフドーム

案の支持（有識者１名

が不同意） 

· 多数が元の鑑賞用通路

案に同意 
· 多数がカットオフドー

ム案に同意（有識者 2
名が代案を要望） 

· 多数がカラー鋼板屋根

材に同意 

· シェルターデザインに

条件付き（照明、屋根

形状の工夫、熱環境・

害虫への対応）で同意 
· 鑑賞用通路デザインに

条件付き（通路の入口

部分の工夫、基礎、ボ

トルネック）で同意 
· メンテナンス体制の重

要性 
引継事項  鑑賞用通路や付帯設備

の更なる検討 
外装材の再検討（鳥害防

止の課題） 
 

（2）地域コミュニティの PC 

ACM に加えて、プロジェクト内容に関する意見交換と合意形成を図る機能の強化のために、

ヒシャム宮殿遺跡の地元コミュニティであるジェリコ市民と関係者に対して、一連の PC を

MOTA 主催で実施した。第 1 回 PC は「地域社会によるプロジェクトの認知と受容」の場とし

て、また第 2 回 PC は「プロジェクトの基本コンポーネントであるシェルターとモザイク鑑賞

用通路の基本デザイン案に対する地域社会の合意形成」の場として、ともにジェリコで開催さ

れた。各 PC の概要を表 2-8 に整理した。また、詳細は別添資料 7-15 の議事録を参照。本準備

調査以後も、引き続きジェリコ市民に対するプロジェクトの情報開示が望まれる。 

表 2-8 PC の概要 

 第 1 回 第 2 回 
日時 2015/9/8, 11～14 時 2015/11/19, 10～12 時半 
場所 ヒシャム宮殿遺跡内にある解説センター ジェリコ市内の児童会館（Child Center） 
招待者 ジェリコ市の観光・教育・工芸・農業・女性・青

年・児童・スポーツなど 19 団体 45 名 
ジェリコ市長、市庁諸部門、技師会、観光警察、

遺跡観光委員会、市民、関係省庁ジェリコ支部な
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ど 
参加者 17 名（うちジェリコ市の関係者 14 名、MOTA2

名、JICA1 名）  
（ジェリコ市の市職員、観光関係者、教育関係者、

工芸職人組合、ジェリコ協同組合、NGO など） 

35 名（うちジェリコ市の関係者・市民 17 名、中

央省庁ジェリコ支部 6 名、MOTA12 名、JICA1
名） 

協議形式 · MOTA によるヒシャム宮殿遺跡とプロジェクト

背景の説明 
· グループ・ワークショップ（2 グループに分かれ、

準備された質問票に沿い協議・回答した）  

· MOTA によるプロジェクトに関する説明と情報

共有（PC1 のレビュー、PC2 の目的説明、ヒシ

ャム宮殿とプロジェクトの背景、本参加型協議

会の意義、設計の経緯・方法、成果物イメージ） 
· 自由質疑とディスカッション 

協議事項 

· ヒシャム宮殿遺跡とモザイク床の認知度 
· シェルター建設に対する賛否 
· モザイク床の取り扱い（地中保存か、露出・展

示か） 
· 計画参加と地域との関わりについて 

· 質疑の内容：シェルターと内装の素材と色彩、

構造、照明（自然採光の利用・夜間照明）、断

熱材と使用法、鑑賞用通路、障碍者に対応した

設計、最終設計案の合意要件、シロアリ等害虫

対策、広く観光客を呼ぶための多言語プロモー

ション 

確認事項 

· モザイク床の認知度は半数程度と、高くなかっ

たが、貴重な遺産であることに全員が合意した。 
· 両グループともモザイク床の利用とシェルター

建設、カットオフドーム案に賛同した（3 人から、

景観との調和と保存重視の意見があった）。 
· 観光業に活用されることにも賛成、全員が次回

PC への参加を表明した。 

· プロジェクトに対しては反対する意見は出なか

った。 
· 個別の各質問について、MOTA 側からそれぞれ

説明とプロジェクトへの反映が約束された。 

引継事項 参加者を増やすために、次回 PC は市中心部での

開催と地元ラジオ局による告知の要望があった。 
 

 

2-2-3-2 用地取得・住民移転 

本プロジェクトの実施に伴う用地取得、住民移転はない。 

2-2-3-3 その他 

本準備調査の課程で作成したモニタリングフォーム 21案および環境チェックリスト 22につい

ては別添資料とした。（別添資料 7-11、別添資料 7-12 を参照） 

2-3 その他（グローバルイシュー等） 

本プロジェクトはグローバルイシューとの関連はないが、パレスチナ自治政府は「NDP 
2014-16」において、文化遺産の保存と活用（preservation and renewal）は、パレスチナの団結意

識を維持するために重要な役割を果たすものとして位置づけており、本プロジェクトはパレス

チナの歴史と文化に地域住民が自信と誇りを持つことを扶助し、地域社会の活性化に貢献する

ものである。 

                                                        
 
21本環境社会配慮によって、モニタリングが必要と判断された項目について、プロジェクト実施主体者から JICA 対して、環境モ

ニタリング計画表に従い、定期的にモニタリング結果を報告・提出するための様式。 
22本事業に対する環境社会配慮の内容について、チェックリスト形式で簡便に取りまとめたもの 
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第3章 プロジェクトの内容 

3-1 プロジェクトの概要 

（1）上位目標とプロジェクト目標 

本プロジェクトはジェリコ・ヒシャム宮殿遺跡において、大浴場モザイク床の保護・展示施

設を整備することにより、歴史的価値の高い文化遺産の保護と公開の両立を図ることをプロジ

ェクト目標とし、もって同遺跡への観光客の誘致や地域の観光振興に寄与することを上位目標

とする。 

（2）プロジェクトの概要 

本プロジェクトは上記目標を達成するために、モザイクの露出による影響を低減した上で、

来訪者にモザイクの鑑賞の機会を提供することであり、これにより鑑賞できる床モザイクの増

加、ならびに年間来訪者数の増加が期待される。協力対象事業は、保護シェルターならびに展

示設備の整備となる。 

3-2 協力対象事業の概略設計 

 設計方針 3-2-1

（1）基本方針 

本プロジェクトでの、保護シェルターと鑑賞用通路の設計、施工計画の立案にあたって、以

下の各種要求事項を守ることが基本方針となる。 

1）パレスチナ側からの要求事項 

以下の 5 つが、パレスチナ側からの要求事項となっている。 

a. 可逆性（reversible）があること 

b. シンプルなデザインで軽い構造であること 

c. 遺跡への介入が最小限であること 

d. 容易な維持管理と修理が可能であること 

e. 周辺環境に調和すること 

a を満たすためには、解体時に破砕が必要な、可逆性の低いコンクリートの使用は最小限に

し、建て方と解体を容易にするため、また基礎への負担を軽減するためにも、シェルターの主

架構を軽量な鋼構造にすることが重要となる。また、鋼構造の中でも極力軽い架構形式を採用
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することで、b を満たし、さらに将来、解体・撤去が必要となったときに、遺構を養生した上

で、揚重機等を用いての解体・撤去が可能となり、また基礎も掘削の少ない置き基礎とするこ

とで、より可逆性の高い設計となる。c については、次項の「（2）の 3）サイト条件への対応」

で、d については、「（6）運営・維持管理に係る方針」に、その方針を記載する。また、e につ

いては、シェルターのデザインを、パレスチナ側の有識者による協議を経て、決定するという

方法をとることで対応する。特に、CG と実風景の合成写真など視覚的な表現を用いて、シェ

ルターのオプションを提示することで、関係者が、シェルターの景観インパクトを理解した上

で合意するように配慮する。 

2）モザイクを保護する視点からの要求事項 

現在、砂で養生されているモザイクを、空気中に露出させることによる影響を最小化するた

めには、次の 6 つが要求事項となる。 

f. 直射日光を遮ること 

g. 適切な室内温度と湿度であること 

h. 降雨時の雨の吹込みや地表水を遮ること 

i. モザイクを傷つける砂の飛来を遮ること 

j. 鳥の侵入を防ぎ、ふん害を予防すること 

k. モザイクの保存、修復活動に支障の無いこと 

f については、透過性の無い屋根材料とし、また、朝夕の低い角度の光を避けるため、シェル

ターの側面の開口部にもルーバーや遮光機能を持ったフェンスを取り付ける。g については、

遮光と換気により可能な限り、安定した環境を目指す。h については、シェルターの壁面に吹

き付ける雨を避けるためのルーバーと、雨どいや雨水排水系統の設計により対応する。i, j につ

いては、シェルターの開口部を、鳥が侵入できない寸法のメッシュ素材で塞ぐこと、同時に飛

来する砂の侵入をある程度、防ぐこととする。k については、鑑賞用通路を極力、モザイク床

の上に置かないこととし、置く場合は鑑賞用通路の床を取り外し、作業できるようにする。 

3）鑑賞空間としての要求事項 

鑑賞空間としては、次の 6 つが要求事項となる。 

l. モザイク文様の特徴に応じて鑑賞できる動線が設定されていること 

m. 鑑賞に適した照度と色温度の照明が備わっていること 

n. 鑑賞空間に相応しい天井の高さと室内気候となっていること 

o. 適切に大浴場遺構の解説と展示がされること 

p. 障碍者も含めて、全ての来訪者に対してバリアフリーとなっていること 
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q. 鑑賞者の安全に配慮されていること 

l については、低い位置からモザイク床を間近で見えるように、また高い位置から全体を俯瞰

できるように、鑑賞用通路を設計する。また、モザイク床の四周から、さまざまな角度でモザ

イクを鑑賞できるようにする。m については、これを踏まえて照明計画を行うこととする。n
については、圧迫感の無い天井高さやデザイン、夏の暑さに対しては屋根の断熱や適切な換気

で対応する。o については、展示パネルやサイン類などをプロジェクトに含めることで対応す

る。p については、鑑賞用通路の昇降部分を基本、スロープとし、車椅子利用者でも大半の鑑

賞ポイントを巡ることができるようにする。q については、鑑賞用通路の手すりのデザインや

床荷重の設定、高所通路に子どものみで入ることを禁止するなどにより対応する。 

（2）自然環境条件に対する方針 

1）気象条件への対応 

本プロジェクトでは 2-2-2 で述べた気象条件に対して、以下の方針で計画を行う。 

• 外部の大きな温湿度変化を緩和するため、屋根材はテント等の透過性素材を使わず、遮

光性とする。また、屋根面は断熱し、屋根面の色も熱吸収率の低い、金属色または彩度

の低い色とする。 

• 直射光と雨を遮るため、シェルターの四方向の開口部にはルーバーが取り付けられ、ル

ーバーの間隔と角度は、朝夕や冬至前後の低い角度の日差しを考慮し、設計する。 

• シェルターの四方向の開口部は、夏の暑い空気や春の砂ほこりの侵入を押さえつつ、必

要換気を確保するため、適切な開口率とする。 

• 短時間に集中的に降る雨に備え、雨どいと雨水排水を計画する。 

• その他、モザイクの劣化につながる諸要因（塩類、水分、カビ、苔など）への対処を検

討する。 

2）自然災害への対応 

既述の通り、国立ナジャ大学地球科学・地震工学センターは、UBC にもとづく、地震係数に

応じた 4 つのゾーンを設定している。ジェリコ市を含む死海やヨルダン渓谷一帯はゾーン 3（係

数 0.3）に指定されており、本プロジェクトでは、UBC のゾーン設定にもとづいた耐震設計を

行う。 

3）サイト条件への対応 

本プロジェクトではシェルターを大浴場遺構の上に建てるため、その構造は大浴場遺構に一

切、支持を取らないようにすることが求められる。大浴場遺構は、周りにある門塀やモスクの

基礎とつながっていて、また周囲には給水槽、浴場の焚口、炭庫などの地下遺構があり、さら

にシカゴ大学の調査（2014 年）によって、未発掘の遺跡があることも確認されている。大浴場

遺構周辺の地形は東に向かって緩やかに傾斜しており、シェルターの範囲で 3m ほどの高低差

がある。大浴場遺構のモザイク床は薄い砂とフェルトで養生されているが、直射光と雨水によ
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って劣化・損傷している可能性がある。 

また、UNESCO の調査（2011 年）によって、大浴場遺構の復元柱のコンクリート構造物は基

礎と定着しておらず、強度も不足しており、地震時の転倒の危険性が指摘されている。柱の考

古学的な価値は低いものの、すでに長い時間が経過し、市民の間でも馴染まれていることから、

保存する事が望まれている。 

本プロジェクトはこのような諸条件に対して、以下の方針で計画を行う。 

• シェルターの構造は大浴場遺構には支持を取らない。 

• 基礎は地面に置き、掘削は地業とレベル調整など最小限にとどめる。 

• 建設機械や車輌の走行による、未発掘の地下遺構への損傷がないよう、地盤の養生を行

う。 

• モザイク床は十分な養生を行い、建設時に負荷をかけないようにする。 

• シェルターの建設前に復元柱を補強し、地震時の転倒によってモザイク床が損傷しない

ようにする。 

（3）社会経済条件に対する方針 

イスラエルの占領下にある、パレスチナの社会経済状況は度重なるイスラエルとの衝突や入

植地の建設などの要因から、不安定な状態が続いている。本プロジェクトの実施に必要なパレ

スチナ、日本両国の関係者の行き来、建設に必要な資機材の調達に係る通関、免税措置には、

イスラエル側が関与するため、政治状況の悪化はプロジェクトの実施に負の影響を及ぼすと考

えられる。 

（4）建設事情に対する方針 

1）許認可、建築基準等 

パレスチナでの建設許可手続きは、公図の取得、測量、地盤調査を行ったのち、技術者協会

（Engineering Asociation）所属の技術者により、設計、計算がなされ、設計図と計算書に必要書

類を添付し、計画サイトのある市役所に申請する。また、市民防衛庁（Civil Defense）による消

防関係の許可を取る必要がある。 

建設に係る建築基準等の法規・基準についてはパレスチナのもの、または一般的に使用され

ている基準を採用し、設計を行う。パレスチナの建築基準、バリアフリーのガイドライン（と

もにアラビア語）があるが、IBC（International Building Code）が一般的に適用されている。構

造の設計計算は UBC にしたがい行うが、荷重設定はヨルダンの建築基準によることとする。ま

た、コンクリートの構造は ACI（American Concrete Institute）による。また、建設材料の工業規

格としては、ASTM、BS、EN など輸入国の規格が主流となっている。 

• 建設許認可手続き、消防関係の協議は事前に進め、事業の進捗に支障の無いようにする。 

• 建築基準、バリアフリー規準は IBC を準用するが、適宜、日本基準も参考にする。 
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• 構造計算は、ヨルダンの建築基準における設計荷重を用い、UBC にしたがい行う。 

• 建設材料については、品質と調達性から適切な規格の製品を選定する。 

2）建設事情･調達事情 

パレスチナでは、石灰岩などの石材は豊富だが、多くの建設資材はイスラエル、トルコ、ヨ

ルダンなどの近隣国からの輸入となっており、域内のサプライヤーにより安定的な現地調達が

可能である。しかし、本プロジェクトで必要となる構造用鋼材や仕上げ材の多くは加工精度と

管理の点から、日本など工業先進国での調達となり、イスラエルのアシュドット港での荷揚げ、

通関、陸送となる。 

ジェリコ市にはコンクリート工場があり、また主な施工会社はヘブロン、ナブルス、ラマッ

ラに拠点を持っており、ジェリコ市はいずれの都市からも約 60km 以内の距離にあり、道路も

良く整備されており、アクセス性はよい。このため、現地調達が想定される一般資材、仮設資

機材、労務などの調達は容易と考えられる。 

（5）現地業者の活用に係る方針 

パレスチナ内には十分な建設市場があり、大小様々な施工会社が建築物の建設請負を行って

おり、パレスチナ請負業者組合（Palestinian Contractors Union）により、業種・規模などによっ

てカテゴリ分けされて登録されている。日本法人の施工会社は、適切な技術力を持ったこれら

現地施工会社を、各工種で活用する計画とする。 

表 3-1 パレスチナにおける施工業者の登録カテゴリ 

単位: JOD（ヨルダンディナール） 

グレード 資本金 保有機材額 
最大プロジェク

ト額 
合計最大プロジ

ェクト額 執務スペース 

1A 400 千 300 千 6 百万 15 百万 150 ㎡ 

1B 250 千 150 千 3 百万 6 百万 125 ㎡ 
2 100 千 75 千 1 百万 2 百万 100 ㎡ 

3 75 千 30 千 0.5 百万 1 百万 75 ㎡ 

4 30 千 15 千 0.25 百万 0.5 百万 50 ㎡ 
5 10 千 10 千 0.01 百万 0.2 百万 30 ㎡ 

（6）運営･維持管理に係る方針 

ヒシャム宮殿遺跡は MOTA のサイト管理総局の所管であり、MOTA の職員が受付、清掃、警

備を行っている。計画施設の引き渡し後、大浴場遺構も含めてヒシャム宮殿遺跡の管理は、同

じ体制での運営となる。また、維持管理も極力掛からないよう、耐用年数の長い材料、機器と

仕上げを採用する。現在、大浴場遺構では電気消費が少ないが、供用開始後は日中でも一定の

照明が必要となるため、電力消費は増える。このため計画に際しては、極力光熱費が掛からな

いように、自然照明と自然換気の利用を図ることとする。 
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（7）施設のグレードの設定に係る方針 

現在でも世界中から観光客が訪れているが、床モザイクが全面公開されることによって、来

訪者数の増加が期待される。また、ヒシャム宮殿遺跡の大浴場遺構のモザイク床は、中東で最

大ということから、将来的には UNESCO の世界遺産登録の可能性もある。このため、施設のグ

レード、設計仕様は世界的な観光地に相応しいレベルとする。 

（8）工法、工期に係る方針 

本プロジェクトではモザイクの保護の視点から、シェルターの直下にある大浴場遺構のモザ

イク床に直接足場を置かず、大浴場の復元柱の上に仮設構台を組み、復元柱の補強ののち、構

台の上に足場を設置して、シェルターの建設を行うこととする。内部のコンクリートの品質と、

強度が不確かな復元柱の補強工事は非常に特殊で、専門家の知見にもとづき機器と工法を選定

し、工事も慎重に行う必要がある。また、シェルターは大浴場遺構には一切、支持を取らない

特殊な構造であり、建て方の方法や工法も設計段階で十分に検討されなければならず、工期も

長くなる。加えて、パレスチナ向けの輸入品目については、事前にイスラエルの COGAT（The 
Coordinator of Government Activities in the Territories Unit）による検査、承認が必要で、4～6 ヶ月

を要する。以上のような特殊な条件を勘案し、工期の設定を行うこととする。 

 基本計画 3-2-2

（1）平面計画 

大浴場遺構のモザイク床は、高さ 2～3m 程度の復元された四周壁で囲われているが、シェル

ターの基礎や、端部が低くなる構造用鋼材の施工が、壁に影響しないように、シェルターの境

界はこの壁から 2～3m 程度離れて設定する。また、シェルター北側の境界は、調査・協議を通

じて、四つある浴室のうち、最も北側にある花びら型の平面を有する浴室まで、カバーするよ

うに設定する。基礎の形状と位置は、遺跡と干渉しないように設定する。またシェルターの中

心を大浴場遺構の中央の 4 柱の中心と一致させる。 

鑑賞用通路の入り口は大浴場の入り口だった東面に配置し、ホール東側とプール跡のあるホ

ール南側で、1/12 勾配のスロープにより上昇し、西側の壁の上に到達する。鑑賞用通路は西側、

北側の壁の上と Diwan 周囲にも配置され、来訪者がモザイク床を見下ろす形で鑑賞できるよう

にする。また、北側壁から中央に向かって周回する通路も配置されるが、この通路はモザイク

床の中央の求心的な文様を高いレベルから見下ろすためのものであり、来訪者は階段を使って

昇降する。鑑賞用通路は大浴場遺構北側の地下遺構に向かって下り、シェルターの北面から外

に出る。入り口には大浴場の解説や床モザイクの断面モデルなどを展示するスペースを設ける。 

四面のアーチ状開口部は防犯と防鳥のためグリルで覆い、人の出入りはできないようにする

が、四面のアーチ状開口部に出入り口を設け、管理者がメンテナンスのために、遺構の廻りや

モザイク床など全てのスペースにアクセスできるように計画する。来訪者は避難時を除き、鑑

賞用通路以外の立ち入りは禁止とする。 
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（2）断面計画 

シェルターで覆われるエリアは東西約 46m、南北約 54m と広く、中央部で屋根面からの採光

を取る必要があり、直射光を避けるために北側に向いたハイサイド窓からの採光とする。また、

夏季の猛暑対策のため、屋根面に断熱材を設置する。また、屋根面からの熱の取得を抑え、室

内の温湿度変化を緩和させるためにハイサイド窓部分に換気口を設ける。短時間に激しく降る

降雨に備えて、屋根には軒樋を設け、ドーム形状に沿って四隅に雨水を集め、雨水排水系統に

接続する。雨水排水系統は地形の傾斜に沿って、ヒシャム宮殿遺跡の東側道路の近く、または

大浴場遺構の北側にあるワジまで埋設配管を整備し、地中浸透または放流する。 

四面のアーチ状開口部の上部には、通風を確保しつつ直射光と降雨の侵入を防ぐためのルー

バーを設置し、また鳥が入らないように全面に鋼製メッシュを設置する。アーチ状開口部の下

部にはルーバーを付けず、来訪者に内部または外部が見えるようにし、一体感を感じさせるよ

うにする。 

この他、メンテナンス用のキャットウォークを天井面に、また外部作業用の安全フックを掛

けるバーをハイサイド窓の縁に設置する。 

（3）構造計画 

1）構造基準 

構造設計は UBC による。構造計算上の各種設定は以下の通りである。 

• 地震に係る設定: Seismic Zone Factor 、Zone = 3、Z=0.3、Soil Profile: SC 

• 風に係る設定: ジェリコ市の記録風速は 20m/s（ジェリコ気象観測所、過去 50 年間）に

もとづき、安全率を考慮し 31m/s を規準風速とする。また、周囲には高い施設は無く、

地形も平坦であるため表面粗度は II（UBC では C）、施設の緊急度合を考慮し、重要度

係数は 1.0 とする。 

• その他荷重の設定: 屋根面は固定荷重を 1kN/㎡（100kg/㎡）、鑑賞用通路の活荷重は日

本の集会室（その他）3.5kN/㎡、仮設構台の床荷重は 3kN/㎡と設定する。屋根面の活荷

重は考慮しない。 

• 使用鋼材は、主梁は STK490、ジョイント部は SM490B、柱は STK400、テンションロッ

ドは SS400（いずれも JIS または相当品）とする。 

• コンクリートは設計強度（Fc）27MPa とし、鉄筋は SD295/ 345（JIS）とする。 

• 長期地盤許容支持力は 100kN/㎡と設定する。 

2）シェルターの構造 

斜交ラチスによって、屋根の荷重を直接、または四周の平面トラスを通じて四隅の基礎に伝

達させる架構形式であり、アーチ脚部を拘束するテンションロッドが地上レベルで四周を廻る。

屋根の荷重のほとんどは、シェルター四隅の基礎が受けるが、開口のアーチを支持し、外装材

を受ける柱の下にも小さな基礎が配される。全ての部材を、水平投影で直交格子となるようデ
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ザインし、部材の製作、ドームの施工性を向上させる。 

3）鑑賞用通路の構造 

鑑賞用通路は鋼構造とし、既存の壁とプール部分に支持をと

ることで、支持材が目立たない、シンプルな室内空間とする。

支点間距離が長くなる部分では、手すりをトラス構造とする。 

4）既存柱の補強 

既存柱の補強は、地震時の柱の転倒を防ぐことを目的とする。

地震時にコンクリート柱の転倒を防ぐため、柱中央に鉄筋を挿

入し、この鉄筋が地盤とコンクリート柱を緊結する。なお、こ

の補強はコンクリート柱そのものの転倒は防止するが、表面の

石材については、その下地となるコンクリートの接着度合によ

る。 

計算条件として、地震時のベースシア C=0.12、コンクリー

ト柱の短期圧縮強度は 3N/mm²以上あるものと仮定した。また、

必要な引き抜き耐力を確保するために、N 値 30 以上の地盤の

中で 7.5m 以上が必要となる。地盤調査の結果から、地表から

3m の耐力は見込まず、地表から 10.5m の深さ、柱内と合わせ

て 15.2～15.7m がボーリング長となる。 

施工は仮設構台を使い、柱上部（柱頭天端）から垂直にボー

リング穴を穿孔し、挿入した鉄筋をグラウト材で地盤、コンク

リート柱と一体化させる。 

（4）設備計画 

本プロジェクトでは、鑑賞空間に必要な照明、防犯・防災、メンテナンスに必要なコンセン

ト、および給水設備について、以下の通り計画する。 

1）電気設備 

① 電力幹線設備 

本プロジェクトの需要電力は将来の増加見込みを含め 50kVA（76A 相当）程度となり、既存

で管理事務所に引き込まれている受電容量を 63A から 160A にアップグレードする（パレスチ

ナ側工事）。新規主分電盤は管理事務所に設置し、計画施設分への配電をすると共に、既存施設

の受容電力分の分岐を取り、既存主分電盤に接続し、既存施設への配電をまかなう。既存施設

への配電については、現況のままで変更しない。 

管理事務所から計画施設までの電力幹線の敷設は原則埋設とするが、埋設遺構への損害を最

小にするように埋設経路および深さに配慮する。管理事務所から宮殿遺構外壁に沿うようにサ

イトの南側および西側に敷設し、計画施設に接続する。なお、既存の外構照明整備のための径

出所: 調査団作成 

図 3-1 補強柱の断面イメージ 
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60mm 程度の電線管が、同じルートに敷設されている。 

② 照明設備 

夜間においてもモザイクの鑑賞が可能な照度を確保し、効果的な展示となるよう計画する。

また昼間は自然採光を主とするが、補助的に人工照明を活用する。モザイク床面の照度は 100
～300 ルクスとし、説明パネル部分や特徴的な文様にはスポットライトにより照度を上げる。

照明器具は省エネルギー、水銀規制などを考慮し、LED を主体とし、モザイク床面の照明器具

は、演色性と色温度に配慮する。主要な照明以外には、鑑賞用通路のフットライト、非常口表

示灯、外部のフラッドライトを計画する。 

③ コンセント設備 

メンテナンス・清掃に必要とされる電動の掃除器具等への給電に供するために計画施設内に

10 ヶ所程度計画する。 

2）空調換気設備 

計画施設は自然換気を基本として計画するが、屋外の風向・風速などの気象条件により、十

分な重力換気が確保出来ない場合に備えて、機械による排気を可能とする有圧扇をシェルター

上部に設置する。 

3）給排水・衛生設備 

遺構および計画施設の清掃のため、施設内に水栓を 2 ヶ所に設置する。給水は給水車がアク

セスしやすいサイト東側に置かれた受水槽からとし、モザイクセンターの既存給水系統からも

受水槽に給水できるようにする。この受水槽から計画施設への給水は高低差と水平距離を考慮

し、加圧給水ポンプにより行う。配管は、未発掘の遺構を避け、浅い深度で埋設し計画施設へ

接続する。受水槽は後述の防火水槽（5.7t 分）と兼用し、1t 以上の水量を確保できるように 7t
のタンクで計画する。 

掃除用排水は、特別な処理は不要であり、雨水の排水経路に放流する計画とする。なお、ヒ

シャム宮殿遺跡には 2008 年に USAID が整備を行ったトイレ棟があり、観光客の増加を見込ん

でも十分に対応できる設備があるため、本プロジェクトでは衛生設備は設置しない。 

4）防災設備 

パレスチナでは市民防衛庁が建築の防災を管轄しており、基準に従って防災設備の設置を義

務づけている。法律はヨルダン法に準拠しており、規則としては米国防火協会基準（NFPA：

National Fire Protection Association）を採用している。必要設備の種類および数量、配置などは市

民防衛庁との事前の協議を行い、以下を確認した。なお、建設許可申請の手続きにおいても同

庁からの認可を得る必要がある。 

表 3-2 防災設備の概要 

設備 設置個所と詳細 

自動火災報知設備 · 天井の高い大空間となるため、感知機は光電式分離型（Beam Detector）を設置する。
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警戒距離は 45 フィート（13.7m）とし、必要個数を設置する。 
· 押しボタンおよび警報装置（音響装置と表示灯）を計画施設内の 4 ヶ所に設ける。

警報パネルは警備員の常駐する管理事務所に設置する。 

非常用照明 · 避難通路には一般照明兼用のバッテリー内蔵型の非常用照明を設置し、必要照度は

15 ルクス以上とする。 

避難経路、避難口、避

難経路サイン 
· 鑑賞用通路には通常の出入り口の他、2 ヶ所に避難通路（階段）を設置する 
· 避難階段から容易に認識できアクセス出来る場所に、外開きの避難ドアを設置する。 
· 避難経路サインはどこからでも見えるように各コーナーに設置する。 

ファイア・キャビネッ

ト（ホースリール） 
· ファイア・キャビネット（1 インチ・ラバー・ホースリール）を 4 ヶ所に設置する。

有効半径は 25ｍで筒先の必要水圧は 4.5bar である。規定の水圧・水量（189L/min, 
30min）を確保するために消防用ポンプおよび防火水槽(5.7t 分)を設置する。 

· 消防用ポンプは、停電時にも対応が可能なようにエンジンタイプのポンプとする。 
· 防火水槽は、一般用受水槽と兼用し、容量 7t を計画する。 

自動消火設備 · 100A 以上の分電盤には自動消火設備 FM200 の設置が義務づけられている。本プロ

ジェクトでは 160A の受電が予定されており、主分電盤に設置する。 

消火器 · CO2 タイプ（2kg）の消火器を 6 ヶ所に設置する。 

応急処置キット · 応急処置キットを 1 セット設置する。 

（5）建築資材計画 

耐候性が高く、維持管理が容易なものを基本に選定する。また、遺跡内の建築物という観点

から、周囲の環境や景観への調和を配慮し、先方実施機関および地元市民の意見をふまえて採

用を決定する。現地において一定の品質を持った資材の調達が困難である、もしくは製作に綿

密な事前準備が必要となると判断されるものについては日本での調達を計画する。一般的な材

料については現地にて調達可能な建設資材を選定し、現地での補修・メンテナンスが容易な計

画とする。 

表 3-3 建築資材計画 

  採用工法 採用理由 

外部 屋根 金属鋼板（竪ハゼ）、ゴムアスシート、断熱

材、木毛セメント版 
· 軽量で耐候性が高い 

 壁 ルーバー+防鳥金網（有孔折版） · 機能的要求による 

  建具 鋼製金網ドア（出入り口、避難口）、ガラス

窓（ハイサイド窓） 
· 耐久性が高い 

内部 天井 なし（野地板表わし）  

  鑑賞用通路

床 
ウッドデッキ材、ならびにグレーチング、一

部強化合わせガラス 
· ウッドデッキ: 既存スロープで使われ、ま

たユーザーに優しい 
· グレーチング、強化合わせガラス: モザイ

ク文様を上から鑑賞できるようにするため 

 鑑賞用通路

手すり 
木製手すり、強化合わせガラスの手すり子 · 木製手すり: ユーザー優しい 

· ガラスの手すり子:床モザイク鑑賞に適し

ている 
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 概略設計図 3-2-3

(1) 配置図 

(2) 平面図 

(3) 鑑賞用通路平面図 

(4) 天井伏図、屋根伏図 

(5) 立面図 

(6) 断面図 
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 施工計画 3-2-4

3-2-4-1 施工方針 

（1）事業実施の基本事項 

本プロジェクトは、日本国政府の閣議決定を経て両国政府間で事業実施に係る交換公文

（Exchange of Notes、以下、「E/N」という。）が署名され、贈与契約（Grant Agreement、以下、

「G/A」という。）が締結された後、日本国政府の無償資金協力の枠組みに従って実施される。

その後、パレスチナ政府と日本法人のコンサルタント会社が契約を締結し、施設の詳細設計が

行われる。詳細設計図面および入札図書の完成後、一定の資格を満たす日本法人を対象とする

競争入札が行われ、選定された企業は同国政府の間と本プロジェクトの対象事業となる施設の

建設に係る建設工事契約を締結する。 

（2）事業実施体制 

① パレスチナ側実施体制 

本プロジェクトのパレスチナ側の実施責任機関は観光遺跡庁（MOTA）であり、「保存・サイ

ト管理総局」が事業全体の調整と推進にあたる。日本法人との設計監理契約および建設工事契

約の締結、銀行口座開設と支払いにかかる諸手続、本準備調査の協議議事録（Minutes of 
Discussion、以下、「M/D」という。）を通じて合意されたパレスチナ側負担事項を確実に実施す

ると共に、事業実施に必要となる許認可や関係機関の合意取得等を実施する。 

② 国際協力機構（JICA） 

独立行政法人国際協力機構（JICA）は、パレスチナ側機関との間で G/A を締結し、本プロジ

ェクトが日本の無償資金協力の制度に従って適切に実施されるよう管理する。 

③ コンサルタント 

コンサルタントはパレスチナ側実施機関との間で締結する設計監理契約に従い、本報告書の

内容にもとづく施設の詳細設計および施工監理業務を行う。また入札図書を作成し、契約業者

の選定と建設工事契約の締結を支援する。また、JICA に対して、設計や工事の進捗状況、設計

変更、入札の進め方や結果、契約の締結と変更、プロジェクトの完了などについて逐次報告を

する。施工期間中は必要な監理技術者を現地へ派遣する。 

④ 契約業者 

一般競争入札により選定される日本法人の契約業者は、パレスチナ側実施機関との間で締結

する建設工事契約に則り、契約図書に従って履行期限内に建設工事を実施する。建設工事の施

工に当っては、契約業者は本プロジェクトの規模と内容に見合った効率的な施工体制を現地に

構築する。 

⑤ 現地施工会社の活用と技術者派遣 

日本法人の契約業者は、工事を通して必要な機材や労務の調達、仮設工事、コンクリート工
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事、解体工事など、パレスチナ内で適切な技術力を持った下請け業者を活用する計画とする。 

遺跡の上に支持を取らない大架構と特殊な屋根形状の施工を考慮し、鉄骨工事および屋根工

事に関しては重点的に品質および工程管理をする必要がある。したがって、これらの工事は日

本または工業先進国にて部材を作成し、施工チームを派遣して鉄骨建方および屋根葺き工事を

行う計画とする。 

また、鑑賞用通路などの金物、アルミ建具、展示・説明パネルなどについても、品質および

調達の確実性の観点から日本での調達とするが、組立・設置については、日本から派遣した技

術者の監督のもとで、現地の労務者が作業するものとする。 

⑥ 事業実施体制 

事業実施段階における各機関の関係と事業推進の体制を下図に示す。 

 

図 3-2 プロジェクト実施体制 

3-2-4-2 施工上の留意事項 

（1）免税手続き 

本プロジェクトでは、E/N の免税条項の記載にもとづき、関税、付加価値税（VAT）および

現地法人の設置に伴うその他の税金の免税処置を受けることが可能である。 
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1）関税 

本プロジェクトでは資機材の輸入は、日本または第三国よりイスラエルのアシュドット港経

由で行われることが想定される。パレスチナへの輸入物品への課税はイスラエル政府が代行し

て行っており、通常の輸送ではCIF価格 23×関税率（品目による）＋（CIF価格+関税）×VAT16％
（イスラエルへの輸入品は 17%）が課税される。免税処置に関してはパレスチナとイスラエル

間で取り決めができており、必要な手続きは制度化されている。 

免税の手続きは、プロジェクトで必要な全輸入品目のリスト（マスターリスト）を含む書類

一式をパレスチナの財務・計画庁（Ministry of Finance and Planning、以下、「MOFP」という。）

に提出する。これらの書類はイスラエルで関税を所轄する COGAT に送られ、審査される。マ

スターリストの承認には 4～6 ヶ月程度が見込まれる。 

マスターリストが承認された後は、一船ごとに免税申請を行い、通関の手続きでマスターリ

ストとインボイスの照合が行われる。通関の手続きは 3～4 日程度とされるが、マスターリスト

との照合に問題が生じた場合、また武器転用が懸念される資機材などの場合、長く留め置かれ

る可能性があり、1 ヶ月程度かかった事例もある。通関手続きはアシュドット港にて終了する

ため、港からサイトまでの陸上輸送は 1～2 日で可能である。 

なお、イスラエルの承認に時間を要することが多いため、工期が逼迫する、倉庫費用がかさ

むなどの理由から、いったん関税を支払って通関し、後日に還付を求める方法もある。 

2）付加価値税（VAT） 

パレスチナでは VAT の免税にかかる法整備はできており、本プロジェクトにおいては、通常

では 16％課税される VAT の免税処置が行われる。VAT の免税は通常 2 つの方法があり、VAT
込みでの支払いに対して還付を受ける「還付方式」と、あらかじめ MOFP に対して免税手続き

を行い発行された「ゼロ VAT」承認レターをもって VAT 抜き価格で購入する「ゼロ VAT 方式」

である。 

MOTA と日本法人である契約業者の工事契約は、MOTA が MOFP に免税申請を行い免税の承

認を得た上で「ゼロ VAT」が適用される。しかし、契約業者はパレスチナ域内での、資機材の

購入や下請け業者への支払いには、「ゼロ VAT 方式」が適用できないため、「還付方式」により

免税処置を受けることとなる。 

「還付方式」での VAT の免税は、随時（毎月、またはプロジェクト完了時など）MOFP から

の免税承認レターに、還付を受ける購入物品やサービスの領収書などを添付して申請する。書

類、手続き等に不備がなければ原則として 30 日以内に承認が下りる。ただし、この手続きは最

長で 180 日まで延長されるケースもある。承認されてから実際に還付が実行されるまでの期間

は、還付額やパレスチナの財務状況によるが、財政が慢性的にひっ迫しているため長期間にな

るケースがある。本プロジェクトでは、パレスチナ側が 6 ヶ月以内の還付を行うよう、最大限

努力する旨を、MOFP および MOTA が確認し、M/D に記載した。 

                                                        
 
23 Cost Insuarance and Freight, 運賃、保険料込み条件 
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3）その他（法人税、所得税） 

上記の還付方式の VAT の免税を受ける場合、パレスチナで現地法人として登録し、口座を開

設する必要がある。現地法人を開設することで、法人税（Corporate Income Tax:15％）、所得税

（Individual Income Tax:所得額に応じた税率）が原則として課税される。 

法人税については財務・計画大臣が署名した公文書があれば免税処置が可能になる。所得税

に関しては外国人（日本人）のものは本国で納税している場合は免除されるが、現地雇用者の

ものについては免税の対象とならない。 

4）法人登録 

VAT の還付を受ける場合、納税番号の取得のために法人登録が必要となる。登録には申請書

に、外国（日本）の法人の存在を証明する種々の書類のコピー（法人登録、建設業ライセンス、

財務報告など）を添付し、国家経済庁（Ministry of National Economy）に提出する。日本で発行

される書類には英語訳と駐日パレスチナ常駐総代表部の裏書きが必要である。 

（2）自然条件に係わる留意点 

夏の猛暑期（6～9 月）には昼間の炎天下での現場作業は困難であり、作業時間の減少を見込

んで工程を計画する必要がある。 

（3）遺跡内の工事に係わる留意点 

サイトであるヒシャム宮殿遺跡は、パレスチナの歴史に深く関わる重要な文化遺産であり、

施工にあたっては以下の点に留意して安全に工事を進める必要がある。 

• サイト内の遺跡および本プロジェクトの対象となる大浴場の遺構への介入を最小限と

し、また計画施設の建設に際して、資機材の荷重、建設機械の振動や衝突などにより、

遺構に対して不用意なダメージを与えないように、仮設計画・施工計画を立案する必要

がある。 

• 建設サイト周辺には未発掘の地下遺構の存在が確認されており、掘削工事は最小限とす

る。また、建設作業スペースや資材搬入経路は砂利敷き等の養生を適切に計画し、地下

遺構と現況地盤を保護する。特に荷重が集中する重機の作業スペースには鉄板敷きを行

い、地盤にダメージを与えないように配慮する。 

• 大浴場の周囲で作業スペースとして使えるのは主に東側と北西側の空地で、それぞれサ

イトの東側道路と西側道路からアクセスができる。 

• 本プロジェクトの保護対象となる床モザイクは、脆弱な状態が予想され、工事中は十分

な養生が必要である。また、鉄骨架構の建て方および仕上げ工事では内部足場が必要と

なるが、モザイク床に直接的な荷重を負担させないように、既存柱の上に鉄骨梁と合板

による仮設の構台を構築し、この上に足場を設置して作業を行う計画とする。この構台

は既存柱補強の作業にも使われる。 

• 建設期間中にも観光客がサイト内の遺跡の鑑賞ができるように、建設用地は仮囲いによ

り区画し、南側の宮殿遺構、パビリオン、モスク、北側の農業住居跡と分離する。工事

車輌経路との観光客の動線交差部では交通整理等の安全管理が必要となる。 
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3-2-4-3 施工区分 

（1）工事の区分 

パレスチナ側負担工事の概要は「3-3 相手国側分担事業の概要」に記載するが、両者の施工

区分で特記する項目は表 3-4 のように整理される。 

表 3-4 相手国側分担事業内容 

項目 日本側負担工事 パレスチナ側負担工事 

サイト内既存スロ

ープ、電灯の撤去 
 

浴場遺構内および周辺に設置されている既存

スロープ、照明機器ならびに配線の撤去 

Diwan の屋根およ

び壁の撤去 
 

既存の小屋組および指定の高さまでの組積壁

を撤去 

遺構周りにある石

材の撤去 
工事用地（仮囲い・搬入通路範囲）内にあ

る石材を場内の指定場所まで撤去・運搬 
石材の記録、保管および展示 

モザイクの原状確

認 
モザイク床の撮影とベースマップの作成、

記録方法の指導 
モザイク床の損傷状態の記録（損傷マップの作

成）、養生の撤去と再養生（必要な場合） 

床モザイクの補修 工事中に生じた損傷箇所の修復 工事前に確認された損傷箇所の修復 

その他遺構の損傷

修復 
工事中に生じた損傷箇所の修復 工事前に確認された損傷箇所の修復 

電力の供給 
主分電盤の設置および既存分電盤への分岐

接続 
電力引き込みの容量アップグレードおよび電

力計メーターの盛り替え 

 

（2）工事により発生したモザイクや遺構の損傷への対応 

本プロジェクトにおいては、遺構やモザイクに対する不用意な損傷を与えないよう、十分な

養生を行い慎重に工事を進めることが前提となるが、工事によりこれらに損傷が発生した場合

に備えて、以下の方針で対応するものとする。 

• 工事に先立ち、モザイク床の写真を基に正射投影形式（オルソ画像）で写真地図を作成

し、損傷状態・位置を記録する（以下、「損傷マップ」とする。）。損傷マップは着工ま

でに MOTA がコンサルタントの協力により作成し、着工時に施主、契約業者、コンサ

ルタントの三者立会により、現況の確認を行う。なお、損傷マップ作成時（着工前）に、

施主負担により、緊急を要する損傷箇所の補修を行うこととする。 

• 竣工時に従前の損傷マップと比較し、工事中に発生した損傷状態を確認する。竣工時の

引き渡しは原状復帰を原則とし、工事に起因する損傷が発生した場合には、補修の専門

家を有する MOTA からの技術提供を受けることとし、材料と労務に相当する金銭負担

をもって修復を行ったものとする。 

• モザイク床以外の柱、壁の多くは復元したものであり、補修は一般的な技術で可能であ

る。工事中に損傷が発生した場合は、補修の方法・手順等を MOTA との協議により決

定し、考古学的な見地から問題がないようにする。専門的な技術を要する工事はモザイ

ク床の補修同様、MOTA からの技術提供を受けることとし、材料と労務に相当する金銭

負担をもって修復を行ったものとする。 
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なお、MOTA が主体となって行う床モザイクおよび遺構の修復作業は、遺跡の修復の原則を

ふまえ、遺跡としての価値を損なわないように行われる。損傷の修復にかかるコストは実質的

な材料と労務に限られ、また修復によりモザイクの文化財としての価値は損なわれないことを、

M/D で確認している。 

3-2-4-4 施工監理計画 

（1）監理の基本方針 

コンサルタントは日本国の無償資金協力の枠組みと概略設計の主旨を踏まえ、詳細設計から

入札業務、施工、引渡しへと一貫した業務の実施を図る。施工監理に当っては両国政府機関と

の緊密な連絡･報告を行い、また施工関係者に対して迅速かつ適切な助言を行って、契約図書に

もとづく所定品質の施設を遅滞なく完成させるよう監理を行う。 

（2）施工監理の体制と業務内容 

建設工事の施工監理業務を適切に実施するため、コンサルタントは日本人の建築技術者 1 名

を常駐監理者として施工の全期間にわたりパレスチナに派遣し、以下の業務を行うものとする。

更に、日本国内では建築・構造・電気設備・機械設備の各分野の担当技術者を組織し、プロジ

ェクト全体の管理、日本国内関係機関との連絡･調整、常駐監理者に対する支援を行う体制を構

築し、また日本調達の資機材の検査等の監理業務も担当する。また、工事の進捗に合せて施工

監理のポイントとなる時期に専門技術者を短期派遣し、現地での検査立会いと、施工指導を行

う計画とする。 

• 施工業者から提出される施工計画、工程計画、建設資機材調達計画、品質管理計画、安

全管理計画を確認し、承認を与える。また、必要に応じて指導･助言･調整を行う。 

• 施工業者から提出される施工図、製作図、見本品等の内容を確認し、承認を与える。 

• 契約図ならびに仕様書の解釈、これらにもとづく指示を行う。 

• 本プロジェクトで調達される建設資材に係る工場検査を実施し、検査報告書を確認する。 

• 設計図に規定される材料、仕上がり、寸法、数量の検査を行い、必要な指導・助言を行

う。 

• 施工中の安全確保について施工･調達業者の作成する安全管理計画と現場での安全対策

を確認し、必要に応じて指導･助言を行う。 

• 各工程において工事の仕上がりを検査し、必要に応じて助言を与える。また、中間支払

いのマイルストーンとなる工事の検査および竣工検査を行い、施主の承認のもと支払い

に必要な完了証明書を発行する。 

• 施主と施工業者間で生じる建設工事に係る不和、論争、紛争を調停する。 

• コンサルタント契約に規定される契約修正に係る提案、調整をする。 

• 設計変更の必要が生じた場合、「コンサルタント業務の手引き」に従い必要な手続きを

行う。 

• 施主と施工業者間の協議に参加し、必要な助言を行う。 
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• 施工に係る全体工程と施工現場の進捗を把握し、必要に応じて施工業者に助言・指導す

るとともに、定期的に両国関係機関への進捗報告を行う。 

• パレスチナ側負担事項の進捗状況を把握し、必要な助言や支援を行う。 

• 施設の引渡しに立ち会って、施工業者の行う操作･保守に関する指導を確認する。 

3-2-4-5 品質管理計画 

本プロジェクトでは、使われる様々な材料の品質や、部品・部位の組立・施工精度を確保す

るために、試験方法や検査方法を技術仕様書に明確に規定し、品質管理を行う。特に耐久性や

基本性能に大きな影響を及ぼす躯体部分と、施設グレードに係る主要仕上げ部位に重点を置き、

以下の管理を実施する。 

• 地業のための基礎掘削は最小限に慎重に行い、掘削面において遺構に影響がないことを

目視にて確認する。 

• 施設の位置を正しく設定し、新設構築物（仮設構台、シェルター、鑑賞用通路）と遺構

（周りの地盤、モザイク床、壁や柱）の関係を、設定したベンチマークにもとづいて測

量機器を用いて計測する。計測した位置と高さは施工図に反映し、構造物が正確に納ま

るようにする。 

• 砂、骨材、水などの現地材、また鉄筋、鋼材等の現地調達品について、パレスチナの公

的資格を有する試験所にて実施する。 

• コンクリートはジェリコ市のレディミクストコンクリート工場の活用を想定する。供試

体の形状や気候を勘案し、調合強度を定めて管理する。高い気温下（平均気温 25 度以

上）でのコンクリートの製造および打設は、暑中コンクリート対策として、骨材や水、

練り上がりコンクリートの温度管理、型枠への散水等、また打設後のコンクリート面へ

の散水、シート養生などを講じる。 

• 仮設構台と鑑賞用通路の設置に先立ち、モザイク床や柱側面や装飾石など遺構面への養

生の状態を確認する。 

• 柱の補強工事に際しては、柱に不要なダメージを与えないように慎重に施工を進め、定

期的に、構台下の遺構の状態を保護材の上から、表面材の剥がれや傾き、ひび割れ、循

環水やグラウト材の漏れなどを確認する。 

• 仮設フェンス、クレーン、敷き鉄板、砂利敷などの仮設資機材の設置は置かれる場所の

状況を確認しつつ、慎重に行う。 

• 足場の設置は、堅牢かつ正確に行う。鉄骨のジョイント部が置かれる、ジャッキの平面

位置と高さが設計図の通りであることを確認する。 

• 鉄骨加工は品質管理の視点から、実績をもとに慎重に選定をし、製作図確認～製作・加

工～防錆処理～製品検査まで一貫して行う。 

• 鉄骨構造に係わる溶接工は十分な技能を持つ熟練工を調達する。パレスチナには公的な

溶接工の資格がないが、テストピース作成による技能テストの実施、またはイスラエル

での溶接工資格の確認など、従事する溶接工が一定以上の技能を有することを確認する。 
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• 屋根工事についてはメーカー仕様・標準施工方法に準ずることを基本に、施工要領書・

施工図において十分な確認を行い、現場では要求精度と取合い部や支持金物等の注意個

所を明確にして入念なチェックを行う。 

• 仮設構台の解体順序、使用する機器類や配置について、予め十分な検討を踏まえて行う。 

3-2-4-6 資機材等調達計画 

パレスチナでは石灰岩などの石材は豊富に採掘、加工されているが、多くの建設資材はイス

ラエル、トルコ、ヨルダンなどの近隣諸国、欧州諸国、中東諸国、インド、中国などからの輸

入品となる。輸入は建材サプライヤーだけでなく建設業者によっても行われており、一般的な

建設資材は現地で調達可能である。施設完成後の維持管理で修理、交換が必要な材料について

は現地調達を基本に計画する。一方、高い耐久性を持つ資材で現地調達が困難な資材や、品質

や精度が要求される資材については日本国または第三国からの調達を計画する。主要資機材の

品目、仕様、調達先を表 3-5 に示す。 

表 3-5 調達材料区分表 

資材名 現地調達 日本 
調達 

概要 

域内産品 輸入品 

建築

資材 

仮設材  ○ ○ 
足場については現地にて欧州製のくさび連結式足場が調達

でき、リースも可能である。 

砂  ○  
イスラエル又はヨルダン産が流通している。域内にて品質試

験が可能。 

骨材 ○   域内の採石場で調達可能である。 

セメント ○ ○  
域内産又はヨルダン産の強度クラス 42.5MPaの製品が主に流

通しており、ホワイトセメントはトルコからの輸入となる。 

ﾚﾃﾞｨﾐｸｽﾄｺﾝｸ

ﾘｰﾄ 
○   

ジェリコ市内に 2 ヶ所のレディミクストコンクリート工場が

あり、利用可能である。 

木材  ○  
建設用木材はほとんどを輸入に頼っており、北欧を中心とし

た欧州諸国からの輸入が多い。 

型枠用合板  ○  同上 

鉄筋  ○  
主にトルコ、イスラエルからの輸入に頼っており、材料規格

は ASTM や BS などである。 

構造用鋼材 
 

○ ○ ○ 

域内にも鉄骨のファブリケーターはあるが、本プロジェクト

では大スパンの特殊な構造を採用するため日本での調達を

検討する。 
仮設構台の鉄骨はパレスチナまたは近隣国での調達とする。 

鋼製屋根材   ○ 
一般製品は欧州や中国からの輸入品が流通している。本プロ

ジェクトでは、屋根形状の特殊性と高耐久性を考慮し、日本

調達で計画する。 

金属製建具 ○ ○ ○ 
アルミサッシは日本または第三国調達、鋼製建具はパレスチ

ナまたは近隣国での製作とする。 

塗料 ○ ○  
域内産メーカー品と欧州などからの輸入品が普及している。

品質を十分に確認し、選定する。 

金物類  ○ ○ 
建具金物はイスラエル・欧州製等の輸入品が広く流通してい

る。本プロジェクトでは製作金物や現地で入手が困難なもの

は日本または第三国調達を計画する。 

ガラス ○ ○  
普通ガラスはトルコ等からの輸入品を現地調達する。手すり

や床に使用する強化合わせガラスについては、製作物となる

が、パレスチナにも加工が可能な工場が存在する。現地また
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は第三国調達を計画する。 

サイン・展示

パネル等 
  ○ 

入念な準備と製品の品質が必要とされるため、日本での調達

を計画する。 

設備

資材 

衛生陶器・水

栓類 
 ○  欧州からの輸入品を調達する。 

配管材、ポン

プ 
○ ○  主にパレスチナ、イスラエル製品が流通している。 

電設資材  ○  
電設資材、照明器具や漏電ブレーカーは欧州、イスラエル製

の物が流通している。 

配電盤類   ○ 品質および調達の点から日本調達とする。 

3-2-4-7 初期操作指導・運用指導等計画 

本プロジェクトにおいては機材の供与はないため、初期操作指導と運用指導は該当しない。

なお、引き渡し時には、施工業者により、建具等の可動部や設備について、使用方法、メンテ

ナンス方法、清掃方法、補修方法について説明する。 

3-2-4-8 ソフトコンポーネント計画 

計画施設の建設後「シェルター周辺および内部の環境モニタリング活動への支援」ならびに

「シェルター内部の日常的な清掃、メンテナンス活動への支援」について、別添資料 5 に示す

通り、ソフトコンポーネントを実施する。 

3-2-4-9 実施工程 

日本国政府の無償資金協力により本プロジェクトが実施される場合、両国間での交換公文

（E/N）および贈与契約（G/A）締結後に以下の段階を経て事業が実施される。 

（1）詳細設計・詳細積算（約 6.0 ヶ月） 

コンサルタントはパレスチナ側実施機関との間で設計監理契約を締結し、本概略設計の内容

にもとづいて詳細設計図面と入札図書を作成する。詳細設計の着手および完了時に現地調査に

よるパレスチナ側関係機関との打合せを行い、最終成果品の承認を得て詳細設計業務を完了す

る。契約から業務完了までの期間は約 6.0 ヶ月と見込まれる。 

（2）入札（約 3.5 ヶ月） 

パレスチナ側実施機関による入札図書承認後、コンサルタントは実施機関を代行して日本に

おいて入札参加資格事前審査を公告により行い、審査基準に適合した日本法人の施工･調達会社

による競争入札を関係者立会いの下で開催する。最低価格を提示した入札者はその入札内容が

適正と評価された場合に落札者となり、パレスチナ側実施機関との間で建設工事契約を締結す

る。入札図書承認から契約締結までの期間は約 3.5 ヶ月である。 

（3）施工（約 18.0 ヶ月） 

工事契約書に署名後、JICA の認証を得て、施工業者は施設建設工事に着手する。本プロジェ

クトの施設規模と調達計画から、現地の資機材の調達事情、労務事情、輸入手続き等を勘案し、

建設工事は約 18.0 ヶ月と判断される。これには順調な資機材の調達と、パレスチナ側関係機関

の迅速な諸手続きや審査、円滑なパレスチナ側負担工事の実施が前提となる。 
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実施設計 着手協議 （計6.0ヶ月）

詳細設計

積算調査

詳細積算

積算審査

入札 図書承認 （計3.5ヶ月）

公示・入札図書配布

見積もり期間

入札・契約

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10月数

（4）ソフトコンポーネント（約 2.5 ヶ月） 

マニュアル作成などのための、日本国内での事前準備、および現地での指導で開始から終了

までに 2.5 ヶ月が見込まれる。 

以上から、実施設計から入札までの工程を、図 3-3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

図 3-3 事業実施工程表（実施設計・入札） 

また、入札以降の建設工程を図 3-4 に示す。 

図 3-4 事業実施工程表（建設） 

 
 

  

[施設建設]

施工 資機材調達・輸送・通関 （計18.0ヶ月）

現場準備・養生・仮設

既存柱補強

地業・基礎工事

鉄骨工事

屋根工事

仕上工事

設備工事

仮設・養生撤去

検査・引き渡し

[ソフトコンポーネント]

ソフトコンポーネント

（計2.5ヶ月）

1916 17 1814 15月数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13
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3-3 相手国側分担事業の概要 

現地調査において確認された本プロジェクト実施に係るパレスチナ側負担事項は以下の通り

である。 

表 3-6 パレスチナ側負担内容 

項目 実施主体 
想定される時期また

は期限 

入札前 

[1] 初期環境評価（IEE）の実施 MOTA 2016 年 1 月中旬まで 

[2] IEE の承認 EQA 2016 年 1 月末まで 

[3] 銀行口座開設 MOTA G/A 締結後 1 ヶ月以内 

[4] 銀行の支払い業務への手数料の負担 MOTA  
[4-1]コンサルタント契約に係る支払い授権書（A/P）の発行 MOTA コンサルタント契約

後 1 ヶ月以内 

[4-2] コンサルタント契約に係る銀行手数料の負担 MOTA 支払い請求ごと 

[5] 展示計画へのコンテンツの提供 MOTA 実施設計期間中 
[6] 建設用地の確保 
 -ジェリコ、ヒシャム宮殿の大浴場および周辺の土地 
 -建設用地、資材置き場 
 -必要に応じて掘削土およびがれきの廃棄場（サイト周辺） 

MOTA 入札公示前 

[7] 建設許可の取得 
 -市民防衛庁から防災設備の承認 
 -登録建築家による設計図書の確認と承認 
 -その他必要な関係機関からの承認 
 -建設許可の申請手続き 

MOTA 入札公示前 

[8]サイトの清掃と整地 
 -大浴場周辺の石材の記録と、移設先の用地確保 
 -既存スロープと既存照明の撤去 

MOTA 入札公示前 

[9] モザイク床の損傷マップの作成と、緊急性を要する損傷部の補修 
-モザイク床の養生砂の撤去 
-モザイク床の砂による再養生 

MOTA 入札公示前 

工事期間中 

[1] 大浴場の「生命の樹モザイク」上のシェルター撤去 MOTA 工事契約後 2 週間以内 

[2] 銀行の支払い業務への手数料の負担 MOTA  

[2-1] 業者契約に係る支払い授権書（A/P）の発行 MOTA 契約後 1 ヶ月以内 

[2-2] 業者契約に係る銀行手数料の負担 MOTA 支払い請求ごと 
[3] 被援助国における速やかな荷揚げと通関 
 -資材の免税処置 

MOFP 工事期間随時 
 

[4] 本プロジェクトの施設建設、サービス提供に関連する、日本人または第三

国人の、入国と滞在の許可を与える 

関係機関 

[5] 本プロジェクトの施設建設、サービス提供に関連し、被援助国におい

て課税される関税、内国税、その他の税金が、関連機関により免税され

る（または受入国政府が負担する）ことを保証する。 

MOFP 

[6] 本プロジェクトでカバーされない、その他の出費を負担する。 MOTA 

[7] 必要に応じて、配電会社（JDECO）との契約容量を変更（増量）する。 MOTA 
 

工事完工 3 ヶ月前 

[8] 環境管理計画（EMP）と環境モニタリング計画（EMoP）の実施、環

境モニタリング報告書の提出 
MOTA, EQA 工事期間 

引き渡し後 
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[1] 本プロジェクトにより建設される施設を、正しく効果的に管理し、使

用する 
 -維持管理費用を確保する 
 -運営管理体制を構築する 
 -日常の点検と定期的な検査を行う 

MOTA 完工後 

[2] 床モザイクの保存と修復（必要に応じて） MOTA 

[3] EMP と EMoP の実施 MOTA, EQA 

3-4 プロジェクトの運営･維持管理計画 

（1）運営体制 

ヒシャム宮殿遺跡は MOTA の保存・サイト管理総局、サイト監理部の中央サイト管理部が管

理している。現在のスタッフは以下の通りで、ジェリコ地域担当の行政官が統括している。 

• 所長 1 名（兼任） 

• 受付 2 名 

• 博物館キュレーター 1 名（兼任） 

• 警備員 2 名 

• 庭師 1 名 

• 清掃員 1 名 

また、サイト内にあるモザイクセンターは発掘・技術・博物館総局の無機材料部に属し、モ

ザイク保存の研究・技術習得・パレスチナ内のモザイクの保存および修復に携わるスタッフを

擁している。 

（2）モザイク・遺構の維持管理 

モザイクの露出による影響を緩和するためには、適切な維持管理が不可欠である。本プロジ

ェクトでは、シェルター内外の環境のモニタリングとモザイクと遺構の定期清掃・点検活動へ

の技術支援としてソフトコンポーネントを実施する。モニタリングはシェルター周辺の気象デ

ータ、シェルター内の微気候データ、土中のデータを対象とする。定期清掃・点検は適切な方

法によってなされ、点検を通じて発見された初期の亀裂、脱落、空隙、モザイク石の欠落、モ

ザイク面の浮きや植物の侵入などの新たな欠陥に対して保存的処置が行われる。 

MOTA はソフトコンポーネントを活用して、これらの活動の体制を確立し維持していくこと

が求められている。 

（3）施設の維持管理 

計画施設は高度なシステムや複雑な仕様を排し、メンテナンスの容易な設計としているが、

施設を長期にわたって良好な状態に維持するためには、スタッフによる日常的な清掃・点検の

実施と磨耗･破損･老朽化などの不具合に対する早期の対応が必要となる。 

• 定期清掃：毎日、毎週、毎四半期ごとなど、頻度ごとに清掃スケジュールを立て、清掃

スタッフによる定期清掃を実施する。清掃は遺構やモザイクの異常を発見するための点
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検の機会でもあり、異常が発見された場合の報告体制を確立する。 

• 遺構とモザイクのモニタリング：  

• 施設の定期的な修繕：施設の磨耗・破損・老朽化に対する修繕としては、建具の点検･

調整（1 回/年程度）、塗装部の補修（1 回/3 年程度）、塗替え（1 回/10 年～15 年程度）

が必要となる。 

• 建築設備の維持管理：建築設備については、故障の修理や部品交換などの補修に至る前

に、日常の｢予防的メンテナンス｣が重要である。設備機器の寿命は、正常操作と日常的

な点検・給油・調整・清掃・補修などにより、確実に伸びるものである。 

• 計画施設では現地で広く利用されている設備を採用し、複雑なシステムは含まれないが、

竣工時に引渡される維持管理マニュアルに従って、簡易な補修･修理や部品交換等を行

い、ポンプについては外部委託業者による定期点検を行う体制とする。 

• 外構設備の維持管理：雨水排水系統は砂が流入、堆積するため、年 1 回は点検･清掃を

行う。 
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3-5 プロジェクトの概略事業費 

 協力対象事業の概略事業費 3-5-1

（1） 日本側負担経費 

施工業者契約認証まで非公表。 

（2）パレスチナ側負担経費 

表 3-7 パレスチナ側負担経費 

約 6 百万円 

項目・内容 概略費用 

(USD) （百万円） 
入札前 

[4-1] コンサルタント契約に係る支払い授権書(A/P)の発行（詳細設計/入札・

監理・ソフトコンポーネント） 
50 0.006 

[4-2] 支払いに係る銀行手数料の負担（詳細設計/入札・監理・ソフトコンポ

ーネント） 
1,300 0.2 

[7] 建設許可の取得   

エンジニア協会所属の建築家による申請図書の作成と協会の承認 17,000 2.1 
ジェリコ市の建設許可 1,700 0.2 

[8]サイトの清掃と整地 
 -大浴場周辺の石材の記録と、移設先の用地確保 
 -既存スロープと照明機器の撤去 

4,000 0.5 

[9] モザイク床の損傷マップの作成と、緊急性を要する損傷部の補修 
-モザイク床の養生砂の撤去 
-モザイク床の砂による再養生 

10,000 1.2 

工事期間中 
[1] 大浴場の「生命の樹モザイク」上のシェルター撤去 2,000 0.2 

[2-1]工事契約の支払い授権書(A/P)の発行 50 0.006 

[2-2] 支払いに係る銀行手数料の負担 7,900 1.0 

[7] 配電会社（JDECO）との契約容量を変更（増量）する。 3,000 0.4 

合計 47,000 5.8 
※文頭の数字は表 3-6 に対応 

（3）積算条件 

• 積算時点 ：2015 年 8 月 

• 為替交換レート： 1US$=123.70 円、1US$=3.82NIS、1NIS=32.41 円（NIS: 新イスラエル・

シェケル） 

• 施工・調達期間：工事の期間は施工工程に示した通り。 

• その他 ：本プロジェクトは日本国政府の無償資金協力の制度に従い実施されるも

のとする。 
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 運営･維持管理費 3-5-2

計画施設の運営･維持管理に必要とされる年間費用についての試算を以下に示す。なお、ヒシ

ャム宮殿遺跡の運営費はMOTAの一部門として運営されているために会計収支は独立していな

い。また、チケットによる収益は MOFP に管轄されるため、運営収支には影響しない。 

（1）人件費 

本プロジェクトの実施後に、現在の遺跡の運営スタッフに加えて 2 名のスタッフ（モザイク

修復技術者、メンテナンス技術者）の増強が予定されている。現在のスタッフの給料総額 226
千 NIS に 87 千 NIS の増加が見込まれ、総額 313 千 NIS と試算する。 

（2）光熱費 

給水・電力供給に必要な経費につき以下の通り想定し、10.1 千 NIS の増加で 53.4 千 NIS と試

算する。  

1）給水費 

現状の水の使用量は年間 0.3 千 NIS である。本プロジェクトによる増加は掃除にかかる水の

使用分であり、年間 0.1 千 NIS 程度の増加が見込まれる。 

2）電力使用料 

現状の電力の使用量は年間約 43 千 NIS であり、冷房による消費が大きく、夏と冬で大きな開

きがある。本プロジェクトでは、契約容量の変更および主に照明による電力消費が増えること

で、年間で 10 千 NIS 程度の増加となることが想定される。 

（3）施設維持管理費 

本プロジェクトで整備される施設の維持管理に必要となる費用は表 3-のとおり、65.1 千 NIS
と試算される。施設の維持管理費としては木部・鉄部の塗装、部分補修、その他の仕上材の部

分補修、建具および建具金物の修理交換、照明器具取替え、設備部品の一部交換・整備・修理

などの経常的な維持管理に充てられる。数十年後に必要とされる大規模修繕のための費用は、

別途 MOTA の管理する投資予算にて賄われるものとし、計上しない。 

 

表 3-8 施設維持管理費試算 

（単位:千 NIS） 

施設維持管理費  

 建築維持管理費*   16.4   

設備維持管理費*   29.7   

既存施設維持管理費 19.0  

小計 65.1 (2,110 千円)  

* 日本における建築物維持管理費データを参考に、本プロジェクトの施設内容･仕様から判断される経常的な施

設維持管理費（年間）を以下と想定した 

  - 建築維持管理費：建築直接工事費（直接仮設工事、解体撤去工事を除く）×0.1% 
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  - 設備維持管理費：設備直接工事費×1.5% 

（4）運営･維持管理費 

上記試算結果をまとめると、本プロジェクトの実施以降に必要となる年間運営･維持管理費は

表 3-の通り、431.5 千 NIS、そのうち施設建設による増加分は 145 千 NIS と試算される。 

表 3-9 年間運営･維持管理費 

（単位: 千 NIS） 

費目 内容 算定根拠 年間経費 

現況 完工後 差額 

人件費 
職員給与 MOTA による。完工後は受付 2 名、床モザ

イクとメンテナンス担当が増員される。 
226 313 87 

 

水光熱

費 
電力料金 実績と MOTA 試算による 43 53 10 

水道料金 実績と予想使用料による 0.3 0.4 0.1 

維持費 建築維持管理費 塗装/仕上補修（直接建築費(除く仮設)×
0.1%） 

0 16.4 16.4 

 設備維持管理費 照明/設備機器の交換・整備・修理（設備費

×1.5%） 
0 29.7 29.7 

 既存施設維持管理

費 
実績と MOTA 試算による 17.2 

 
19.0 1.8 

合計  286.5 431.5 145.0 
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第4章 プロジェクトの評価 

4-1 事業実施のための前提条件 

本プロジェクト実施の前提条件としてパレスチナ側が取り組むべき事項は以下の通りである。 

（1）プロジェクトの実施に必要な許認可・同意の取得 

プロジェクトの実施にあたり、入札公示の前までに建設許可手続きが完了し、着工できるこ

とを応札者に保証する必要がある。一般の許認可手続きでは、技術者協会所属の技術者により

設計、計算がなされるが、本プロジェクトではコンサルタントの責任において、設計、計算が

なされる。このため、MOTA は許認可権を有するジェリコ市役所と調整し、建設許可手続きを、

遅滞なく完了することが必要である。また、市民防衛庁による消防関係の許可についても同様

に、手続きを進めることが求められる。 

（2）免税措置の実施 

本協力対象事業は日本の無償資金協力による実施を想定しており、E/N および G/A にもとづ

き、事業実施に係る物品および役務の調達に対する内国税等は免除またはパレスチナ側にて負

担する必要がある。想定される税は関税、付加価値税（VAT）、法人税および所得税である。こ

れらのうち、VAT を除いた 3 つの税は免税されることになっているが、VAT のみ一旦支払った

のち還付を受けることとなっている。日本の無償資金協力による過去のプロジェクトでも、VAT
還付手続きに時間が掛かる事例があった。MOTAは税務当局であるMOFPと密な打合せを行い、

遺漏なく免税に必要な手続きを行うことが求められる。 

（3）その他のパレスチナ側負担事項の遵守 

パレスチナ側負担事項は協議を通じて、整理されている。中でも損傷マップの作成、Diwan
シェルターの撤去、遺構周囲の石材の移動先の確保、竣工前までに必要な電力の契約容量の変

更はプロジェクトの実施に必要であり、これら事項については、MOTA サイト管理総局が、内

容および実施時期について日本側関係者と調整の上、予算を確保して確実な実施を図ることが

必要である。 

4-2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項 

プロジェクトの効果が発現・持続するためにパレスチナ側が取り組むべき事項は以下の通り

である。 

（1）維持管理スタッフの確実な配置と適切な維持管理活動の継続 

砂で養生していたモザイク床を、空気中に露出させることによって受ける、各種の環境影響

を最小化するためにはシェルターを掛け直射光と雨水を防ぐだけでなく、日々の清掃やメンテ

ナンス活動と早期の異常発見と応急措置が不可欠である。本プロジェクトではソフトコンポー

ネントによって、施設引き渡し後の維持管理やモニタリング活動への協力が含まれているが、
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MOTA は、この活動に直接、間接的に関わる職員の参加を確実にし、プロジェクト終了後に適

切な維持管理活動を継続していくことが求められる。また、MOTA では現在、ヒシャム宮殿遺

跡に常駐する受付、清掃員、警備員に加えて、維持管理スタッフの増員を計画しているが、こ

れを確実にすることが必要である。 

4-3 外部条件 

（1） 治安情勢の安定 

本プロジェクトの実施に必要な、資機材の輸送や技術者の出入国には、イスラエル国の

COGAT など国境管理当局が関与しており、パレスチナとイスラエル間の政情も関わってくる。

プロジェクトのスムーズな実施には同地域の政情が安定していることが必須である。また、2015
年 3 月にエルサレムで起きたパレスチナ人車輌突入事件以降、同様の車輌突入事案や刃物使用

の襲撃事件が頻発しており、治安情勢は不透明になってきている。本プロジェクトが成功裏に

実施されるためには治安情勢の継続的な安定が必須であり、対象地域での治安の悪化はプロジ

ェクトの中断につながる重大な懸案事項である。 

（2）文化遺産保護に係る政策の継続 

パレスチナ自治政府は「NDP 2014-16」において、文化遺産保護をパレスチナ民族の団結意識

を維持するために重要な役割を果たすものとして位置づけており、積極的な予算配分を謳って

いる。また、「PTDS 2011-13」においても、文化遺産の保存と、修復・維持管理、開発の 3 つを

優先的な施策として謳っている。プロジェクトが成功裏に実現するためは、このような文化遺

産保護に係る政策を継続することが、重要な条件と捉えることができる。 

4-4 プロジェクトの評価 

 妥当性 4-4-1

（1）プロジェクトの裨益対象 

プロジェクトの直接受益者は、カウンターパート機関である MOTA 職員や、ジェリコで活動

に参加する行政職員や観光分野の民間事業者である。また、間接受益者は、ジェリコおよび周辺

の住民（37,893 人、2015 年推計値、PCBS）であり、裨益対象は広く一般国民にまでおよぶ。 

（2）プロジェクト目標と緊急性 

本プロジェクトは「ジェリコ・ヒシャム宮殿遺跡において、大浴場モザイクの保護・展示施設

を整備することにより、歴史的価値の高い文化遺産の保護と公開の両立を図り、もって同遺跡へ

の観光客の誘致や地域の観光振興に寄与すること」をプロジェクトの目標としており、地域の経

済発展を通じて民生の安定を目指すため、緊急性は十分に高いものといえる。 

（3）中・長期的開発計画の目標達成への貢献 

パレスチナ自治政府は「国家開発計画 2014-16」において、観光分野は高い経済成長と雇用創
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出に寄与できる潜在力のあるものとして重視しており、また、文化遺産の保存と活用（preservation 
and renewal）は、長い占領と抑圧の中、パレスチナ民族の団結意識を維持するために重要な役割

を果たすものとして位置づけている。これを受けて、MOTA の「PTDS 2011-13」において、文

化遺産の保存と、修復・維持管理、開発の 3 つを優先的な施策としており、本プロジェクトは、

これらの開発政策と合致している。 

（4）我が国の援助政策・方針との整合性 

我が国は対パレスチナの国別援助方針として「経済・社会の自立化促進による平和構築」を

基本方針として掲げ、（1）民生の安定・向上、（2）行財政能力の強化、（3）持続的な経済成長

の促進を重点 3 分野として援助を行っている。本プロジェクトはこのうち「持続的な経済成長

の促進」に寄与するものであり、ジェリコの観光開発を通じて同地域の経済成長を支援するも

のである。このように本プロジェクトは対パレスチナの国別援助方針に整合している。 

 有効性 4-4-2

(1) 定量的効果 

本プロジェクト対象事業の実施により定量的効果が期待されるアウトプットは以下の通りで

ある。 

• 保護・展示に供される、ヒシャム宮殿遺跡大浴場のモザイク床面積が 30 ㎡（2014 年実

績値）から 825 ㎡（2021 年目標値）に増加する。 

• ヒシャム宮殿遺跡への年間来訪者数が 40,845 人（2014 年実績値）から 68,120 人（2021
年目標値）に増加する。 

 (2) 定性的効果 

本協力対象事業の実施により定性的効果が期待されるアウトプットは以下の通りである。 

• ヒシャム宮殿遺跡大浴場のモザイクが劣化や損傷から保護された状態で展示される。 

• ヒシャム宮殿遺跡への来訪者の満足度が向上する。 

• ジェリコ市観光セクターの付加価値が向上する。 

(3) 結論 

以上の内容により、本プロジェクトの妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。 
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1. 調査団員・氏名 
 

第一回現地調査（2015 年 7 月 25 日～8 月 22 日） 
氏名 担当事項 所属 

岩間 敏之 総括（団長） JICA 社会基盤・平和構築部  

吉原 信一 協力企画 JICA 社会基盤・平和構築部 

山内 和也 国内支援委員 東京文化財研究所 

川添 健治 業務主任/建築設計/文化遺産保護 （株）マツダコンサルタンツ 

髙木 政一 副業務主任/敷地調査/自然条件調

査/施工計画 

（株）マツダコンサルタンツ 

梅澤 良三 建築構造計画 （株）梅沢建築構造研究所 

青木 繁夫 文化遺産保護 2 東京文化財研究所名誉研究員 

田邉 大悟 調達計画/積算 （株）マツダコンサルタンツ 

佐阪 剛 環境社会配慮/遺跡影響調査 アイ・シー・ネット（株） 
 

第二回現地調査（2015 年 9 月 12 日～9 月 23 日） 
氏名 担当事項 所属 

岩間 敏之 総括（団長） JICA 社会基盤・平和構築部  

吉原 信一 協力企画 JICA 社会基盤・平和構築部 

川添 健治 業務主任/建築設計/文化遺産保護 （株）マツダコンサルタンツ 

髙木 政一 副業務主任/敷地調査/自然条件調

査/施工計画 

（株）マツダコンサルタンツ 

 
第三回現地調査（2015 年 11 月 28 日～12 月 11 日） 

氏名 担当事項 所属 

岩間 敏之 総括（団長） JICA 社会基盤・平和構築部  

吉原 信一 協力企画 JICA 社会基盤・平和構築部 

川添 健治 業務主任/建築設計/文化遺産保護 （株）マツダコンサルタンツ 

髙木 政一 副業務主任/敷地調査/自然条件調

査/施工計画 

（株）マツダコンサルタンツ 
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2. 調査行程 
第一回現地調査（2015 年 7 月 25 日～8 月 22 日）

官団員 A. 業務主任/建築設計

/文化遺産保護1

B. 文化遺産

保護2

C. 建築構造計

画

D. 副業務主任

/敷地調査/自

然条件調査

E. 調達計画

/積算

F. 環境社会

配慮/遺跡

影響調査

1 25-Jul sat TYO-TLV (TK053-TK784) ←A

2 26-Jul sun JICA事務所打合せ ←A

テルアビブ～ジェリコ、陸路

MoTA協議: インセプション

3 27-Jul mon サイト調査 ←A

MoTA協議: インセプション、デザイン

4 28-Jul tue サイト調査 ←A

MoTA協議: デザイン TYO-TLV

(TK784)

5 29-Jul wed 現地エンジニアと面談など TLV-JRC移動 ←A

ジェリコ市役所: 表敬訪問～技術的質問

汚水処理場見学、建材店など

サイト調査

6 30-Jul thu MoTA協議: デザイン サイト調査 EQA協議

近隣のシェルター事例視察 MoTA協議:

環境関係

7 31-Jul fri ジェリコ～ラマッラ移動

書類作業

8 1-Aug sat TYO-TLV 書類作業

9 2-Aug sun サイト調査 再委託(地質・地盤)打合せ ←A

MoTA協議 書類作業 建材調査

団内会議

10 3-Aug mon 諮問委員会議（ACM）1

UNESCO協議

11 4-Aug tue MoPAD協議 サイト調査 書類作業 MoTA協議:QN ←D

MoTA協議 現場視察

12 5-Aug wed MoTA協議 サイト調査: 再委託(地質・地盤)打合、基礎位置確認 サイト調査:

環境関係

13 6-Aug thu MoPAD協議 現場視察 書類作業 ←C

政府代表事務所報告

団内会議 書類作業 ←A 書類作業 ←A

14 7-Aug fri TLV-TYO 書類作業

TLV-TYO (TK789-TK052)

15 8-Aug sat 書類作業 書類作業

16 9-Aug sun 降旗氏同行 MoTA協議: ACM準

備、スケジュール

地質調査会社

消防関係協議

建材調査 ←A

17 10-Aug mon MoTA協議:ACM準備、

質問票

←A 単価調査 ←A

18 11-Aug tue ※TLV移動 MoTA協議: ワーク

ショップ、ACM準備

←A 建材・サブコ

ン調査

←A

19 12-Aug wed MoTA協議: ACM、設

計内容、先方負担など

←A 建材・サブコ

ン調査

←A

20 13-Aug thu 設計スタディ ←A 書類作業 書類作業

21 14-Aug fri 設計スタディ ←A

22 15-Aug sat

23 16-Aug sun MoTA協議: ACM、設

計内容、先方負担など

←A 建材調査

24 17-Aug mon 書類作業 ←A 気象局、建

材調査

25 18-Aug tue MoTA協議、MoF協議 ←A

26 19-Aug wed ACM2 ←A

27 20-Aug thu MoTA協議: TN署名

JICA報告

←A 書類作業

28 21-Aug fri

29 22-Aug sat

給水担当者、再委託(測量)、

電気業者（JDECO）打合せ

建設事情調査/施工業者

TLV-TYO

(TK789-

TLV-TYO (TK785-

TK050)
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第二回現地調査（2015 年 9 月 12 日～9 月 23 日） 
官団員 A. 業務主任/建築設計/文

化遺産保護1

D. 副業務主任/敷地調査/

自然条件調査

1 12-Sep sat TYO-TLV (TK053-TK784) TYO-TLV (TK051-TK788)

2 13-Sep sun JICA協議 MoTA協議: インセプション、デザイン

MoF協議 技術調査: Civil Defense

3 14-Sep mon MoTA協議: 先方負担事項、ミニッツ、ACM 書類作業

4 15-Sep tue ACM3

サイト調査

5 16-Sep wed ROJ報告 MoTA協議

技術調査: 設計条件、仮設資材

6 17-Sep thu MoTA協議: デザイン、工程

ミニッツ署名、大臣と面談

7 18-Sep fri TLV発 書類作業

8 19-Sep sat 書類作業

9 20-Sep sun MoTA協議: デザイン、設計条件、補足資料

10 21-Sep mon MoTA協議: テクニカルノート、補足資料

サイト調査

11 22-Sep tue

12 23-Sep wed

TLV-TYO (TK785-TK050)

  
 
第三回現地調査 準備調査報告書案概要説明 （2015 年 11 月 28 日～12 月 11 日） 
現地調査3

官団員 A. 業務主任/建築設計/文

化遺産保護1

D. 副業務主任/敷地調査/

自然条件調査

1 28-Nov sat TYO-IST, TK053

2 29-Nov sun IST-TLV, TK794

JICA打合せ

3 30-Nov mon MOFP協議：ミニッツ

MOTA協議：ミニッツ

4 1-Dec tue MOTA協議：ミニッツ 技術調査

5 2-Dec wed MOFP、MOTA協議：ミニッツ 技術調査

日本企業へのヒアリング

6 3-Dec thu MD署名 技術調査

ROJ, JICA報告

7 4-Dec fri TLV-TYO 書類作業

8 5-Dec sat

9 6-Dec sun MOTA協議

10 7-Dec mon MOTA協議：ACM4準備

11 8-Dec tue ACM4

12 9-Dec wed MoTA協議

13 10-Dec thu MoTA協議、サイト調査

TLV-IST, TK789

14 11-Dec fri IST-TYO, TK052   
 
略称一覧 
MOTA: Ministry of Tourism and Antiquities （観光遺跡庁） 
EQA: Environment Quality Authority （環境庁） 
UNESCO: United Nations Educational, Scientific and Cultural Organization （国際連合教育科学文化機関） 
ACM: Advisory Committee Meeting （アドバイザリー・コミッティ（第三者委員会）） 
TN: Technical Note （テクニカルノート） 
MOPAD: Ministry of Planning and Administrative Development （計画庁） 

MOF: Ministry of Finance （財務省） 
MOFP: Ministry of Finance and Planning （財務・計画省） 
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3. 関係者（面談者）リスト 
 

■観光遺跡庁（MOTA: Ministry of Tourism and Antiquities）  

Mr. Ihab Haj Daoud Vice Director, General Directorate of. 

Conservation and Site Management 

遺跡保護・サイト管理部、部長 

Mr. Mohammad Diab Director, Conservation Department 保護部、部長 

Mrs. Manal Hello Architect, Conservation Department 保護部、建築 

Mr. Zeiad Odeh  Architect, Conservation Department 保護部、建築 

Mr. Abdulrahim Awad Director, Development Department 開発部、部長 

Mr. Bassam Hbaisheh Director, Specification Department 仕様部、部長 

Mr. Jehad Yasin Acting Director General, General 

Directorate of Excavation, Technique 

and Museums 

発掘・技術・博物館部、部長代

理 

Mr. Firus Aqel Museum Department 博物館部 

Mr. Iyad Hamadan Acting Director of Ramallah and 

Jericho Governorates 

ラマッラ・ジェリコ地方部、部長

代理 

Dr. Ahmed Rjoob Acting Director of Southern 

Governorates 

南部行政区、部長代理 

Mr. Mohammad Fawzi Acting Director General, General 

Directorate of Administrative and 

Financial Affairs 

総務・財務部、部長代理 

Mr. Auni Shawamra Director, Registration of 

Archaeological Site Department 

遺跡登記部、部長 

Mr. Mohammad Sayel Director General, General Directorate 

of National Registration 

国際登録総局、局長 

Mr. khader Khanfar Archeaologist, General Directorate of 

National Registration 

国際登録総局、考古学者 

Mr. Atiyeh Khateeb Acting Director General, Planning 

Unit 

計画係、部長代理 

Mr. Mohammad Khateb Finance 財務 

Mr. Ali Hamad Finance 財務 

Mr. Hoshyl Shafayh Finance 財務 

Mr. Nidal Khatib Mosaic Restorer モザイク修復 

   

■環境庁 （EQA : Environment Quality Authority）  

Ms. Eng. Adalah Atteereh Director General  部長 

Mr. Issa Musa Al Baradeiya Manager , Environmental 

Resources Directorate 

環境資源部、部長 
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Mr. Amjad Ibrahim Auditor, EIA Division EIA課、監査役 

Mr.Fekre Toubasi Director General , EIA Division EIA課、部長 

Mr. Ayman Abu Thaher Jericho Office ジェリコ事務所 

Dr. Issa Barad'eya Director General 

Emvironmental Expert 

環境専門家 

   

■財務・計画庁（MOFP:Ministry of Finance and Planning）  

Mr. Sulaiman Hassom Director, Tax Exemption 免税部、部長 

Mr. Hussein Jaloudi Director, International Agreement 国際協定部 部長 

   

■計画庁1（MOPAD: Ministry of Planning and Administrative Development） 

Ms. Dana Erekat Special Advisor to the Minister, Aid 

Management and Coordination 

Directorate 

総務部、補佐官 

Mr. Firas Fazakh   

   

■ジェリコ市役所（Municipality of Jericho）  

Mr. Mohamad Jalaita Mayor 市長 

Mr. Basel a. Hijazi Head, Engineering Dept. 技術部、部長 

Mr. Mohamad Es'eed Engineering Dept. 技術部 

Mr. Muhammad Fetiane Head, Water Dept. 水道部、部長 

Mr. Emad Salman City Council 市議会 

Mr. Essa Darweesh City Council 市議会 

Ms. Wiam E'raikat Public Relation Dept. 広報部 

Mr. Marwan Samarat Public Relation Dept. 広報部 

   

■UNESCO  国際連合教育科学文化機関 

Mr. A. Junaid Sorosh Wali Head of Culture Unit, Ramallah 

Office 

ラマッラ事務所文化係、係長 

Mr. Mohammad Abuhammad Architect, Ramallah Office ラマッラ事務所、建築 

   

■JHTC（Jericho Heritage Tourism Committee）  

Mr. Najah Hammad   

Mr. Mohammad Hawash   

Mr. Raed Saadeh   

                                                        
1 2015年 11月に財務庁と合併し、財務・計画庁となった。 
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■対パレスチナ暫定自治政府日本国政府代表事務所（ROJ Palestine）  

Mr. Takeshi Okubo Ambassador 大使 

   

■イスラエル大使館（EOJ Israel）  

Mr. Hiroyuki Kajita First Secretary 一等書記官 

Ms. Wakako Imataka First Secretary 一等書記官 

Mr. Yuki Igarashi Second Secretary 二等書記官 

   

■独立行政法人国際協力機構（JICA）  

Ms. Yuko Mitsui Chief Representative, Palestine Office パレスチナ事務所、所長 

Mr. Shinichi Noguchi Senior Representative, Palestine 

Office 

パレスチナ事務所、次長 

Mr. Tatsuya Hayase Representative, Palestine Office パレスチナ事務所、代表 

Ms. Eina Ueno Project Formulation Advisor, 

Palestine Office 

パレスチナ事務所、企画調査

員 

Mr. Junki Mori Middle East Div.2, Middle East and 

Europe Dept. 

中東・欧州部、中東第二課 

Dr. Abdal  Jericho Field Office ジェリコ事務所 
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4. 討議議事録（M/D）  
4-1. 第一回現地調査 
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4-2. 討議議事録（M/D） 第二回現地調査 
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4-3. 討議議事録（M/D） 第三回現地調査 （概略設計概要説明調査）  
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5. ソフトコンポーネント計画書 

パレスチナ自治区ジェリコ・ヒシャム宮殿遺跡大浴場保護シェルター建設計画及び展示計

画にかかるソフトコンポーネント計画書 

(1) ソフトコンポーネントの背景 

ジェリコ市にあるヒシャム宮殿は初期イスラム建築の代表的な文化遺産で、多くの来訪者が

訪れる観光名所である。ヒシャム宮殿大浴場のモザイク床は単体では中東最大と言われるが、

保護のためフェルト状の布と砂で覆われており鑑賞できない状況にある。本プロジェクトは、

歴史的価値の高いモザイク床を劣化や損傷から守るための適切な保護設備の整備及び多くの来

訪者がモザイク床を鑑賞できる適切な展示設備を整備することを目的とする。 

本プロジェクトにより、これまで砂で保護されていたモザイクが露出されることになり、適

切な保護環境を維持しなければモザイクが劣化するリスクがある。そのため、日常的にモザイ

クの保護環境を維持するためのモニタリングや清掃が必要になる。 

所管官庁である MOTA には、モザイクを修復する技術を有する者はいるものの、モザイクを

適切に維持・管理できる環境を整えるノウハウは乏しい状況である。同状況を踏まえ、ソフト

コンポーネントにてモザイクの適切な保存環境を維持するための体制を充実させる技術支援を

行う。 

(2) ソフトコンポーネントの成果と目標 

ヒシャム宮殿には現在は受付、清掃夫と警備員が配置されており、プロジェクトが完成する

までに、モザイク専門家やメンテナンススタッフも増員される予定である。本ソフトコンポー

ネントでは、これらヒシャム宮殿の職員が適切に日常的な清掃と点検カードへの記録、ならび

に異常を発見したときに適切な対応を取れるようにすることを成果とする。また、MOTA サイ

ト管理総局の職員がシェルター内と周辺に設置される計測装置を用いて、風向風速・雨量・日

射量・温度・湿度、シェルター内部の土中の温湿度と水分量、水分蒸発量に関するデータを回

収、記録、解析できるようになることを、もう一つの成果とする。また、これらの活動が継続

されることを目標とする。 

(3)  成果達成度の確認方法 

1) 受講者が計測装置を用いて収集したデータに必要な情報が正確に記録されているかを確認

する。 

2) 受講者の日常的な清掃方法が適切か、また受講者が記録した点検カードに必要な情報が正

確に記録されているかを確認する。異常を発見した場合に適切な対応がとれるかインタビ

ューで確認する。 

3) 受講者が開催する省内の職員向け説明会で、他の職員を指導することができるかを確認す

る。 
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(4) ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 

本ソフトコンポーネントは、(1)シェルター周辺環境のモニタリング活動、(2)シェルター内部

の日常的な清掃、メンテナンス活動、の二つを支援対象する。技術指導の対象者は（1）はヒシ

ャム宮殿の職員と MOTA サイト管理総局の職員、（2）は MOTA サイト管理総局の職員とする。

支援の内容は以下のとおりであり、合計で 3.43MM（国内 1.20MM、現地 2.23MM）の投入を想

定する。 

1) シェルター周辺及び内部の環境モニタリング活動への支援 

a 活動内容 

シェルター内の遺構やモザイクの適切な保存環境を維持するには、微気候のデータを持続的

に収集し、環境の変化をモニタリングすることが不可欠である。ここでは、遺跡保存に関係の

ある以下のデータを収集することを想定する。 

・野外に設置した気象観測ステーションを利用した、風向風速・雨量・日射量・温度・湿度

等の継続的な観測。 

・測定装置を利用した土壌水分量の継続的な測定。 

・モザイク表面からの水分蒸発量の継続的な測定。 

このため、施設引き渡し後の立ち上がり支援の一環として、各種測定機器によるモニタリン

グの方法を MOTA サイト管理総局の職員を対象に指導する。データ回収は MOTA サイト管理

総局の職員が 3 ヶ月以内程度の頻度で行い、回収したデータの解析や判断を行う。 

具体的には、遺跡周辺環境のモニタリング活動に携わった経験を有する日本人技術者（気象

観測、データ解析）が、実際に設置される気象観測装置の操作方法、記録、データの解析の方

法を、実地で研修する。また、事前に国内で、本プロジェクトに適した研修内容を検討し、研

修に使用するアラビア語のマニュアルを作成する。 

b 実施リソース 

• 国内作業 

· 総括（文化遺産保護）：10人日（0.5MM）（注） 

· モザイク：7人日（0.35MM）（注） 

· GIS担当：7人日（0.35MM）（注） 

• 現地作業 

· 総括（文化遺産保護）：渡航 1回 22人日（0.73MM）（注） 

· 気象観測・データ解析: 渡航 1回 15人日（0.5MM） 

（注）：後述の（4）2）と合わせた投入量。 

c 成果品 
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モニタリング活動及び予見される異常事態への対応策をまとめたアラビア語のマニュアル 

2) シェルター内部の日常的な清掃、メンテナンス活動への支援 

a 活動内容 

本プロジェクトにより露出するモザイクが環境悪化により劣化するリスクを最小化するため

に、問題を遅滞なく発見し適切な対応をとる必要がある。 

遺構やモザイクを美しい状態で見るためには、日常の清掃が欠かせず、清掃は遺構やモザイ

クの異常を感じるためによい機会であるという認識を持ち、モニタリングする必要がある。そ

こで、ヒシャム宮殿の職員と MOTA サイト管理総局の職員を対象とし、清掃に伴うモザイク及

び遺構の点検の方法について以下の内容で指導する。具体的には、遺跡の保存活動に携わった

経験を有するモザイクに関する技術者ならびに地理情報システム（GIS）の技術者が、以下の内

容を実地で研修する。なお、本プロジェクトでは詳細設計段階で、GIS を使いモザイク床の写

真地図を作成するが、その後のモニタリングやメンテナンス、修復情報の記録でも GIS を活用

する。また、プロジェクトの本体で作成されるモザイク床の損傷マップを使い、モザイク床の

状態を継続的にモニタリングすることも大切であり、前述の清掃、メンテナンスに加えて、変

化を損傷マップに記録図化する方法について指導する。 

• 指導内容 

・ 発見された異常の記録・報告方法 

・ 異常個所の状況の従前の状況との比較の方法 

・ 通常の点検の方法（観賞用通路から） 

・ 清掃時の点検方法（目視による詳細な観察） 

・ 発見された異常に対しての応急処置の方法 

・ モザイク床の変化を損傷地図に記録図化する方法 

• 点検の際に留意すべきモザイク及びシェルターへのリスク 

· シェルター構造材の表面に発生する結露及びモザイク表面への結露水の落下 

· 見学者のモザイク内への侵入、ごみや落し物 

· 草などの植物の繁殖 

· 砂の吹き込みによるモザイクの磨滅と埋没  

· モザイクや遺構表面の塩類の析出 

· モザイクや遺構表面の亀裂・崩壊の発生 

· 動物や昆虫の繁殖と、それらによる遺構の破壊 

· シェルターの経年劣化による雨漏りや排水設備の不具合 

· 照明設備の経年劣化 
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· その他、顕在化しにくい潜在リスク 

b 実施リソース 

• 国内作業 

· 総括（文化遺産保護）：10人日（0.5MM）（注） 

· モザイク：7人日（0.35MM）（注） 

· GIS担当：7人日（0.35MM）（注） 

• 現地作業 

· 総括（文化遺産保護）：渡航 1回 22人日（0.73MM）（注） 

· モザイク；渡航 1回、15人日（0.5MM） 

· GIS: 渡航 1回、15人日（0.5MM） 

（注）：前述の(4) 1）と合わせた投入量。 

c 成果品 

モニタリング活動及び予見される異常事態への対応策をまとめたアラビア語のマニュアル 

(5) ソフトコンポーネントの実施リソースの調達方法 

既述のモニタリング活動や日常的な維持管理活動は現地では根付いていない。日常的な維持

管理活動は単なる清掃でなく、遺構の健康状態を診断する重要な作業であり、健康診断の結果

は写真地図や点検カードに記録する必要がある。さらに、どのような変化が起きているかを従

前と比較して判断し、必要に応じて応急処置を施す必要もある。これらを総合的に指導するた

めには、日本人の遺跡保護の専門家が計画、実施する直接支援型が適切である。 

(6) ソフトコンポーネントの実施工程 

本ソフトコンポーネントは、事前に国内作業にて説明用マニュアル（アラビア語）を作成し

たのち、以下のような工程で行う。実施時期は施設の引き渡し前後を想定している。（表中の数

字は日数を示す） 
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1週 3週 4週 5週 6週 7週 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土

10 ▽チェック

C. GIS

翻訳

設置、調整

オリエンテーション

機器の取扱、データ回収、解析

清掃、点検カードの記載

問題の発見・記録、応急対応

損傷マップの記録図化

発表会、JICA報告

2週

7

7

A. 総括
22

B. モザ

イク

15

15

D. 気象観

測、データ

15

 

(7) ソフトコンポーネントの成果品 

施主および日本側へのソフトコンポーネント完了報告書に加え、機器取り扱い、データ回収・

解析、清掃・点検カード記入、問題発見・記録・応急対応、ならびに損傷地図の記録とデータ

変化の図化に関するマニュアルとなる。 

(8) 相手国側の責務 

相手国側の責務として、ヒシャム宮殿常駐職員を交代させる際には、所管部署の指導を受け

た職員が、新しい職員に成果品となる記入フォーム、要領、異常時の対応マニュアルの説明を

し、指導に従ったシェルターとモザイク、遺構の運営維持管理活動の継続的な実施を行うこと

である。想定される阻害要因としては、指導を受けた職員の離職などが考えられるが、引き継

ぎが十分に行われるよう指導する。 

 



  A-74 

6. 参考資料・入手資料リスト 
番号 資料名 形態/言語 発行年 発行機関 
1 Palestinian Tourism Development Strategy 

2014-2016 
電子ｺﾋﾟｰ 
Ar 

2013 MOTA 

2 Palestinian Tourism Development Strategy 
2011-2013 （Summary） 

電子ｺﾋﾟｰ 
En 

2010 MOTA 

3 Annual statistical report 2014 (Tourism ) 電子ｺﾋﾟｰ 
Ar/En 

2015  

4 Jordan Law 66 (Conservation of Cultural Heritage) 電子ｺﾋﾟｰ 
Ar 

1966  

5 Palestinian Convention for Conservation of 
Cultural Heritage Site 

電子ｺﾋﾟｰ 
En 

2012  

6 Guidance on Heritage Impact Assessments for 
Cultural World Heritage Properties 

電子ｺﾋﾟｰ 
En 

2011 ICOMOS 

7 Inventory of Cultural and Natural Heritage Sites of 
Potential Outstanding Universal Value in Palestine 

電子ｺﾋﾟｰ 
En 

2009 UNESCO / MoTA 

8 Policies of conserving Hisham Palace and its 
surrounding 

電子ｺﾋﾟｰ 
En 

2013 MOTA 

9 Jericho Mafjar Project annual report 2013-2014 
(Underground Structure) 

電子ｺﾋﾟｰ 
En 

2014  Donald Whitcomb 
(Oriental Institute, 
University of Chicago) 

10 Jordinian building code 電子ｺﾋﾟｰ 
Ar 

2006  

11 Low No. 7 conserning the environment 電子ｺﾋﾟｰ 
En 

1999 Palestinian National 
Authority 

12 The Palestinian Environmental Assessment Policy 電子ｺﾋﾟｰ 
En/Ar 

1999  

13 Site Development – Hisham Palace (Tender 
documents of the site development) 

電子ｺﾋﾟｰ 
En/Ar 

2006 USAID/ANERA, MOTA 

14 Restoration and rehabilitation of the 
archaeological project named cocks – Jericho 
(Tender documents of Duke site) 

電子ｺﾋﾟｰ 
Ar 

2015 MOTA 

15 Environmental Assessment For Site and Road 
Improvement at Hisham’s Palace (Qaser Hisham), 
Jericho City, Jordan Valley , West Bank 

電子ｺﾋﾟｰ 
En 

2008 USAID/ANERA, MOTA 

16 Environmental scoping Statement For Site and 
Road Improvement at Hisham’s Palace (Qaser 
Hisham), Jericho City, Jordan Valley , West Bank 

電子ｺﾋﾟｰ 
En 

2008 USAID/ANERA, MOTA 

17 As Built drawing of Site Development Hisham 
Palace 

電子ｺﾋﾟｰ 
En 

2008 USAID/ANERA, MOTA 

18 As Built drawing of the illumination of Hisham’s 
Palace (Projet de Mise en Valeur) 

電子ｺﾋﾟｰ 
Ar 

2011 Lyon / LUCI 
 

19 Symposium on Cultural Heritage Conservation in 
Palestine Conservation plan  of Hisham’s Palace 

電子ｺﾋﾟｰ 
En 

2003 MOTA and UNESCO 

20 Report on Inspection, Testing and Geotechnical 
Investigation at House of Mosaic At Hishams 
Palace 

電子ｺﾋﾟｰ 
En 

2011 UNESCO-Ramallah 
Office 
GMT 

※ Ar:アラビア語、En：英語 
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番号 資料名 形態 発行年 発行機関 
21 Arab culture and architecture of the Umayyad 

Period: A comparative study with special reference 
to the results of the excavations of Hisham’s Palace 

電子ｺﾋﾟｰ 
En 

1953 D.C. Baramki 

22 Khirbat Al Mafjar An Arabian Mansion in the 
Jordan Valley 

電子ｺﾋﾟｰ 
En 

1959 R.W.Hamilton 

23 Khirbat al-Mafjar and Its Place in the 
Archaeological Heritage of Palestine 

電子ｺﾋﾟｰ 
En 

2006 Donald Whitcomb, 
Hamdan Taha 

24 The Jericho Qasr Hisham Archaeological Park 
(ROSAPAT 02) 

電子ｺﾋﾟｰ 
En 

2006 Roberto Sabelli 

25 Construction of a Shelter Over the Mosaics in the 
Main Bath Area – Hisham Palace 

電子ｺﾋﾟｰ 
En 

2006 USAID / ANERA 

26 Hisham’s Palace, House of the Mosaics 
Protective shelter and gardens at Khirbet 
el-Mafjar,Jericho 

電子ｺﾋﾟｰ 
En 

2010 UNESCO, MOTA 

※ Ar:アラビア語、En：英語 
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